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第1章  序  諭

 核融合原子炉は，「人類最終のエネルギー源」と呼ばれ，人類のエネルギー問題を永

久的に解決するものである。これに利用できる核融合反応には，D－D反応，つまり2

個の重水素原子核が融合する反応とD－丁反応，つまり重水素原子核と三重水素原子核

が融合する反応があるが，現研究段階では放出エネルギー及び反応確率が他の場合より

格段に大きいという理由から，D－丁反応を活用することがまず考えられている。しか

しD－丁反応を用いたとしても，クーロン反発力に打ちかって融合させるには1億度以

上の超高温に加熱し，その超高温状態の維持時間τ〔SeC〕と粒子密度n〔Cm・3〕の積

nτをユO14㎝lr3・s以上に保たねばならない皿二重水素と三重水素の混合気体をこのよ

うな超高温にまで加熱すると，衝突電離によってすべての原子は電子と正イオンに分離

し，結局超高温プラズマの形になる。従って核融合研究の課題は，いかにして超高温プラ

ズマを生成し，保持・加熱するかということであり，そのために現在世界各国で大規模

な研究投資が行われている。

 最近の核融合研究は，トカマク装置を中心に進められている。トカマクは，ソ連で

1950年代末ごろに考案された装置で，1960年代後半にその優秀性が確認された。劃’3

そして，それ以来世界中で研究が進められており，装置寸法の大型化によって核融合原

子炉にまで到達できる最有力候補として期待されている。とくにこの2，3年の間に，

そのトカマク実験において顕著な進展が見られる。例えばプラズマの温度については，

米国プリンストン研究所にある装置」PLTが，約2MWを越す中性粒子入射加熱によっ

て6千万度から8千万度という超高温を確実に実現してみせた。O’ ｱれは目標とする1

億度の大台とまさに指呼の間である。nτの方は，記録としてはPLTより優れた値を

出したM1TのA1cator Cがあり，目標値の約3分の1に迫っている。5、日本においても，

日本原子力研究所では目下JT－60という大型トカマク装置を建設中である。これは米国

プリンストン研究所のTFTRやEu胞tomのJETとともに，温度及びnτの両方の目標値

を百パーセント近く実現するためのものである。さらに1990年頃完成をめざしトカマク

型核融合実験炉（INTOR）の設計が，日，米，EC，ソ連の国際協力のもとに進められ

ている。

このように急進展する超高温プラズマの生成・保持の研究において，生成したプラス
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マの性質をよく理解するために，いろいろな条件のもとでのプラズマの振舞い，物理的

性質を正確に記述できること，すなわちプラズマの的確な診断がすべての基礎になって

いることはいうまでもない。核融合反応を起こそうという立場から最も重要な物理量は，

プラズマ密度（電子密度，イオン密度），プラズマ温度（電子温度，イオン温度）および閉じ

込め時間であり，ついで不純物の質および量，中性原子密度が挙げられる。また外部へ

の放射損失量，内部電磁場，集団的波動的性質等もプラズマの性質を大きく規定する場

合もある。しかしながらこれら物理量の超高温状態における測定法には標準的に確立さ

れたものは少なく，別の測定法によるクロスチェックを必要とすることが多い。また現

在使われている測定器はかなり大がかりなものが多く，装置本体周辺に配置されたプラ

ズマ加熱用の大きな中性粒子源や発振器のため，場所的制約を受けてプラズマからの情

報を十分に測定できないことも多い。

 以下，ここでは超高温プラズマの密度，温度に限って，現在よく使用されている測定

法及びその問題点について簡単に述べる。トg まずプラズマ密度であるが，多価イオン

が存在すると電子密度とイオン密度は等しくなく，別々に測定しなければならない。電

子密度の方はこれまで，直線偏光のマイクロ波をプラズマに当てた時の位相変化と電子

密度の関係から，プラズマによる位相進みを測定して求めるいわゆるマイクロ波干渉計

がよく用いられてきた。しかし，最近では発生するプラズマの電子密度の増加により，

もっと波長の短い遠赤外レーザーを用いねばならなくなっている。ところが波長が短か

くなると干渉計を構成している反射鏡などの機械的振動に起因するフリンジシフトが無

視できなくなり，現在何らかの方法で機械的振動を検出し，その効果を差し引くことに

より電子密度を求めているようである。また後述するレーザー散乱法で散乱光強度が電

子密度に比例することを用いて測定する方法が開発されつつある。電子密度測定法では

電磁波を利用するものが主であるのに対して，イオン密度の方は粒子的測定法が開発さ

れつつある。つまり入射粒子ビームのプラズマ中での減衰や荷電交換を利用するビーム

プローブ法（能動的方法）やプラズマから自然に飛び出す高速中性粒子を分析する方法

（受動的方法）が考えられているが，いずれもまだ手法としては確立されていない。

 電子温度測定は，電磁波を利用する方法が中心となっているが，受動的なものと能動

的なものの両方が考えられている。前者はプラズマからの制動放射や電子サイクロトロ

ン放射のエネルギースペクトルの形を測定し電子温度を求める方法である。しかし制動

放射は空間分解能や時問分解能の点で問題があり，電子サイクロトロン放射は電子の工
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ネルギー分布の形に敏感なため逃走電子のような高エネルギー成分があると誤差を伴う

問題と絶対較正が難しい点に問題がある。後者，つまり能動的測定法としては，レーザ

ー光のトムソン散乱による電子温度測定法がある。これはプラズマに強い電磁波を当て

た時の散乱光のスペクトルが電子の熱運動を反映してドップラー広がりを示すことを利

用するものであるが，大出力の多連発レーザーが未だ実用化されておらず，1回の放電

で1時点のデータしかとれない。

 イオン温度は，核融合研究において最も重要なパラメータであるが，他のパラメータ

のように電磁波を利用する方法で測定することは難しい。それは，電磁波の放射，吸収

などの現象は多くの場合電子の役割に支配され，イオンの運動に依存する現象が数少な

いからである。ただ現在不純物イオンが発する線スペクトルのドップラー広がりの測定

からイオン温度を推定する方法があり，多くの超高温プラズマ発生装置むきの測定法と

して本研究の主題である粒子的測定法と共に使われている。しかし，この線スペクトル

の広がりを他の影響による広がりと分離して取り出す必要があり，イオン温度の正確な

測定の重要さからいって注意深く検討しなければならないのが現状である。そこでイオ

ン温度測定には，現在粒子的な方法が用いられることが多く，またその方向での測定法

の開発研究が主になっている。この粒子的方法の中で現在主流であり，かつ将来十数年

間は最もよく使うと考えられるものは荷電交換中性粒子法である。トーラス型装置のよ

うに主な磁力線が閉じた系では直接イオンが飛び出すことが少ないので，高温内部領域

で発生したイオンのエネルギー解析は難しい。しかし，荷電交換過程，例えば水素プラ

ズマの場合

H＋＋ H o一一一“H o＋ H＋，

によって作られた高速中性原子H。は磁力線を横切って自由にプラズマ外へ流出する。

このような共鳴的な荷電交換反応ではエネルギーの吸収，放出がないので，プラズマの

外へ流出した中性原子Hoのエネルギーは，元のプラズマイオンHナのエネルギーを

反映している。このHoのエネルギー分布の測定からイオン温度を求めるのが，荷電

交換中性粒子法の原理である。従ってこの測定法が有効であるためには，プラズマ中に

中性原子H。が存在し，測定系のSN比を十分取れることが必要である。実際，超高温

の完全電離プラズマでもわずかのH。は存在している。例えば中心電子温度Te（0〕〉1
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ke V，電子密度ne＝1013～1O］4cm－3，プラズマ小半径a＝10～50cmなるプラズマの

中心付近でもユ0B～109cm’3程度の中性原子が存在する。この自然に存在している中性

原子を利用するのが受動的荷電交換中性粒子計測である。一方外部から中性粒子ビーム

を入射させて局所的に中性粒子密度の値を増加させれば，SN比の改善，空間的分解能の

高い測定が可能となる（能動的荷電交換中性粒子計測）。

また，最近中性粒子ビームのプラズマイオンによる弾性散乱を利用してイオン温度を

求める方法も注目され始めた。これは原理的にレーザー散乱法と類似しており，標的イ

オンの運動によって入射中性粒子ビームの散乱角が臨界角以上で大きく変わることを利

用し，散乱強度の角度分布測定からイオン温度を算出するものである。しかし，この方

法の研究は，まだまだ始まったばかりである。さらに核融合反応によって発生した中性

子東の測定からイオン温度を推定する方法もあるが，現在水素プラズマで実験すること

が多いので使用できない。

 荷電交換中性粒子法は，受動的なものと能動的なものの両方を組み合わせることによ

って，これからもイオン温度測定法の標準的方法でありっづけるだろうと言える。ただ

この方法の一つの難点は，中性粒子の分析検出が荷電粒子に比べて一難しいことである。

超高温プラズマから出てくる’高速中性粒子のエネルギーは数keV～数10keVである。

このような範囲の中性粒子のエネルギー測定に，機械的シャッターを用いたtime of

f1ightを利用するには粒子のエネルギーが高すぎる。一方従来よく使用されている放射

線のエネルギー分析器（例えばシンチレーション比例計数管や半導体検出器）を使用で

きる程に粒子エネルギーが十分高くない。そのため中性粒子を再びイオン化してから分

析するのが常識となっている。イオン化には低圧ガス室を通してガス分子との衝突過程

を利用して電荷をはぎとる万法（ガスストリッピング法），薄膜を通過させる方法，

電子ビームを使う方法などが考えられるが，中性粒子のエネルギーが特に低い場合（＜

～500eV）を除いてガスストリッピーング法を用いることが多い。また1OkeV以上の場

合には薄膜を通過させる万法も使われる。しかし，ガスストリッピング法ではプラズマ

発生部やイオン分析器へのガス分子の流入を防ぐため，differential pumpingのた

めの大排気量の真空ポンプを必要とし，測定器自体が大きくなってしまう欠点がある。

             ○また薄膜を使う方法も数100A程度の薄い膜をSe1f－supPortingせねばならず・しかも

かなりのエネルギー損失があることが考えられる。また上記の両方法に言えることであ
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るが，ガス分子または薄膜中の原子との弾佳衝突による散乱で失われる粒子も多く，そ

のためSN比が低下する。さらにストリッピング効率が数％（～数keV）と低くエネル

ギー依存性をもつため，それに関する正確な情報が必要であり，ここにも得られたイオ

ン温度の不確定さを生む原因がある。ガスストリッピング法又は薄膜透過法で生じた

イオンは，磁界型あるいは電界型エネルギー分析器により振り分け，検出器で測定され

る。これら分析器の分解能及び透過率にもエネルギー依存性があり，分析結果を後で較

正する必要がある。またイオン検出器としてはヌードタイプの光電子増倍管，チャンネ

ルトロン，デーリー型検出器（二次電子を加速してシンチレータを発光させ，その光を

測る方法）等が用いられている。しかし，これらの検出効率も入射イオンエネルギーに

よって変化し，かつ入射イオン強度が大きいと低下したり，時間的に変化してくる。以

上のように荷電交換中性粒子法では，プラズマからデータレコーダまでの過程の複雑さ

が正確なイオン温度測定を妨げている。また測定器自体が大がかりであるため，

使用に際して場所的制約があり，十分に思うままの測定ができにくいのが現状である。

 そこで本研究は荷電交換中性粒子法の複雑さの原因となっている中性粒子エネルギー

分析法について検討し，より簡単にイオン温度を算出する方法を開発することを目的と

した。従来の中性粒子エネルギー分析法の一番の難点は電離装置（ガスセルや薄膜）に

ある。もしこれを使用しなくてよいのなら測定器はかなり簡素化され，測定誤差も減少

するだろう。

今・従来方式の中性粒子分析器は，すべて

中性粒子」皿正イオン並L二次電子
               検出

のルートをたどっている。従って結局二次電子電流として出力するのであるから，正イ

オンとなる部分を省略して，中性粒子のエネルギー情報を直接二次電子電流値に反映す

ることができればかなり簡単化される。本研究では，このような考えを基に，金属表面

に中性粒子を直接当てた時の二次電子電流測定により高速中性粒子をエネルギー分析す

る方法を提案し，実験的に検討した。

 数keVから数10keVの範囲の荷電粒子（正イオン，負イオン，電子）や中性粒子の検

出・粒子束測定には，
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 ω 検出感度が高い，

 121適当な構造を選ぶことによりコンパクトにできる・

 13〕時間的応答が早い，

などの理由のため，二次電子放出を利用することが多い。核融合研究においても，プラー

ズマの動的特性やプラズマ粒子損失の空間分布等の測定における常用手段の一つとなっ

ている。この型の検出器は基本的には正の電圧を印加して二次電子を集めるコレクタ電

極と粒子衝撃により二次電子を放出するエミッタ電極の二つから構成され，出力電流は

コレクタ又はエミッタに接続した電流計で直読する。実際には，検出器に入射する粒子

が直接コレクタ電圧を感じないように接地されたリミタ電極を設けたり，出力電流を抵

抗を通して電圧に変換し，オシロスコープでその時間的変化を測定するのが普通である。

また，極端に入射粒子数が少ない場合には適当な電子増倍装置，例えば二次電子増倍管，

チャンネルトロン，シンチレーションカウンタ等と組み合わせて用いることもある。

 粒子密度N〔cm－3〕の正イオンビームが，二次電子放出係数r＋のエミッタをもつ二

次電子型検出器に速度vで入射した場合の出力電流は，I＝Nev（Z＋ア十）である。ここ

でeは電荷素量，Zは入射イオンの荷電数である。中性粒子ビームの場合はI＝Nevγ。，

一価の負イオンまたは電子ビームの場合は1＝Nev（一1＋アr e）となる。ここで二次

電子放出係数7＋，ア。，ア＿，r。はすべて入射粒子の種類。，放出材料の種類によって違

っており，様々な場合について実験的に研究されている。また，二次電子放出係数は，

電子，中性粒子入射の場合及び数100eV以上のイオン入射の場合には，入射エネルギ

ー（速度）に大きく依存する。従って検出器出力電流から入射粒子束Nv〔cm・2’s．1〕

の絶対値を決定しようとすると，粒子のエネルギーが既知でなければならない。ただ荷

電粒子の場合には，コレクタに十分負の電圧を印加して，いわゆるファラデーカップ

として使用すると簡単に粒子束の絶対値を決定することができる（トe・Nv）。しか

し中性粒子入射ではそうはいかない。実際に粒子のエネルギーがわかっている場合を除

いて，二次電子型検出器で中性粒子を測定する時には，測定のしやすさゆえにある程度

の不確定さを覚悟して行うのが現状である。逆に本研究におけるように，中性粒子のエ

ネルギー又は速度を二次電子電流値から得ようとすると，入射粒子密度N〔cm‘3〕の情

報が必要となることは明らかである。つまり，中性粒子のエネルギーを知りたい場合に

は粒子密度の効果を，粒子密度の情報を得たい場合にはエネルギーの効果を，二次電子

電流値からそれぞれ除去しなければならない。これまで二次電子放出を利用して中性粒
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子のエネルギー分布を決定しようとする試みは，ほとんどなされていない。これは，上

記の理由のほかに二次電子放出現象が二次電子放出材料の表面状態や周囲の環境に非常

に敏感で，必ず二次電子放出係数を前もってまったく同じ条件のもとで測定してから応

用実験に供さねばならない点にある。しかしこの二次電子放出への測定条件の敏感さは，

表面状態が原子的に清浄で真空度が10’8Torr以上の超高真空の場合であって，真空度

が10－4～ユ0－6Torr程度の状態では固体の表面がガス分子の層で何重にもおおわれてし

まって，かえって安定で少々の環境の変化では変わらないというのが核融合研究者及び

その他の実験屋の中において常識となっている。従っでこのような状態での測定に限る

ならば，二次電子放出現象の再現性がよくなり中性粒子エネルギー測定のために利用で

きる可能性がある。実際超高温プラズマの実験は現在この程度の真空度で行われている。

さて，二次電子放出を中性粒子のエネルギー分析に利用しようとする数少ない試みの中

で，核融合研究への応用に限って言えば，Jacquinot等の提案以外には見当たらない。

Jacquimt等は，直線型乱流加熱装置THE MACH皿のイオン温度を荷電交換中性粒

                           1⑪子法で測定する時，二次電子放出を利用することを考えた。 プラズマ中の水素原子イ

オンと荷電交換する中性原子は，普通水素原子であるが，外から異なったガス例えば

Ne，Ar，Xe等をゆ量注入すると，プラズマ水素イオンはこれらのガス分子とも荷電交

換反応を起こす。注入したガス分子の密度が電離されずに残っている水素原子密度より

十分大きければ，プラズマから出てくる高速水素原子は，注入ガス分子との衝突で生じ

たものと考えてよい。ところで，プラズマ中の水素原子イオンの荷電交換衝突断面積の

値及びそのエネルギー依存性は，相手の中性原子の種類によって大きく異なる。そこで

注入ガスの種類を変えて実験を行い，二次電子型検出器の出力電流の違いを検討

して・高速中性粒子の平均エネルギーを・さらにプラズマ水素イオンの速度分布がマク

スウェル分布であると仮定してイオン温度を推定する。これがJacquinot等の方法の原

理である。前にのべた二次電子電流への入射中栓粒子密度の効果は，注入ガスの種類を

変えた二つの実験での比をとることによって除いたことになる。しかし最近彼らの考案

した万法を用いてイオン温度を決定することを試みた永津等は，この方法で理解できな

い穫高いイオン温度値を得た。1皿彼らはこの原因をプラズマ内での注入されたガス分子

の電子衝突電離にあると考え，計算機シミュレーションを行ってそれを裏づけている。

このようにJacquinot等の方法は，注入ガスの種類を変えて二回の実験をやらねばなら

ないという面倒さ・またそのために実験の再現性が問題となり，その結果測定値に不確定さが
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加わる欠点以外に，実際のプラズマ中ではもっと複雑な現象が起こっていて，それの

較正がかなりやっかいであるということもわかった。

 本研究で提案する方法は，二次電子放出係数の入射角依存性が入射粒子エネルギーの一

変化と共に変わることを利用するもので，プラズマイオンのエネルギー分布関数をマク

スウェル分布関数と仮定してイオン温度を求める場合には，二つの入射角に対する二次

電子電流を測定すればよい。この方法は，二つの入射角についての二次電子電流の比を

とることによって入射粒子数の効果を除去寺るため，二次電子型検出器を2入力型に改

良することにより・一回の測定でイオン温度のデータを得ることができる。従ってJa

CquinOt等の方法とは違い，実験の再現性は問題とはならない。本論文では，主として

上記方法の超高温プラズマのイオン温度測定への適用の可能性及び問題点を，模擬実験

及び計算機シミュレーションを行うことによって検討した結果について述べている。

 第2章では，この方法を実験的に検討するために製作した電子ビームプラズマ放電型

（B P D）中性粒子源の構造及び特性を述べる。さらに予備実験として，Ar，Heイオ

ンビーム入射時の金属表面（Cu）の二次電子放出係数を測定したので，その結果と他

の研究者のデータとを比較す乱

 第3章で，本研究で提案する方法を詳述すると共に，第2章で述べる中性粒子源を用

いて本方法による模擬分析実験を行った結果について述べ，実用上の問題点を検討する。

 超高温プラズマからはかなり強烈な光が放射され，その光による金属表面からの電

子放出は，荷電交換中性粒子による二次電子電流測定の際のノイズとなる。またプラズ

マイオン’と荷電交換する残留中性原子の密度は，プラズマ中心よりイオン温度の低い

端付近の方が圧倒的に多い。従ってプラズマから放出される荷電交換中性粒子の多くは

プラズマ端付近の情報しか持っていない可能性があり，これらは測定された二次電子電

流値からプラズマのイオン温度を推定する際重要な問題となる。そこでこれらの問題を

検討し，測定された二次電子電流値とそれから推定されるイオン温度の関係を求めるた

めに，種々のプラズマパラメータをもつ不均一円柱プラズマを仮定し，簡単なモデル

計算を打つだ。その結果については，第4章で述べる。

 また第5章では，プラズマイオンが熱平衡状態にない場合に，二次電子測定による荷

電交換中性粒子のエネルギー解析でイオンエネルギー分布関数自体を推定する方法を提

案する。それは，上記入射角依存性の入射エネルギーによる変化を積分核とするフレ
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ドホルム型積分方程式を解く方法と，生じた二次電子のエネルギー分布の形の入射粒子

エネルギーによる変化を積分核として積分方程式を解く方法の二つである。後者の方

法がプラズマ実験への適用に際し時間分解能の観点から有利であるので，少し実験的な

検討も加え，実用性を検討した。

 本論文の第6章において，本研究で得られた成果をまとめる。
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第2章 高速中性粒子源の製作と特性試験

2．1 結  言

 核融合研究を進めるに当たってプラズマ診断は極めて重要な役割を果たしており，そ

の研究の成果は高い精度と信頼性を持ったプラズマ計測によって支えられていることは

序論で述べた。このプラズマ言十測法としてどんなプラズマに対しても適用できるという

ものはほとんどなく，対象とするプラズマのパラメータ・によって現在開発されている

計測法を使いわけあるいは新たに開発しなければならない。従ってkeVプラズマの生成

が可能となりさらにイオン温度の高い核融合プラズマができることが目前にせまった現

在，このようなプラズマ（イオン温度ユ0keV以上）に対する計測法，とくにイオン温度

測定法を確立しておくことは急務である。このような状況の基で，現在生成できるkeV

プラズマに対して標準的でかつ10keV以上の核融合プラズマにおいても適用可能と考え

られている一方法に荷電交換中性粒子法があり，核融合プラズマのイオン温度測定の

ための改良研究が進行中である。プラズマ計測法の開発・改良研究において，対象とす

るパラメータを持つプラズマが生成できる場合はもちろんであるが，工0keV以上の超高

温プラズマのように現在未だ得ることができない場合においてもそれに近い現存のプラ

ズマ発生装置に装着して，その実用性を検討し問題点を明らかにすることは重要でかつ

必要不可決である。従って本研究で提案する荷電交換中性粒子を直接金属表面に入射し，

放出される二次電子測定によってイオン温度を推定する方法の実用性を試すためには，

実際にプラズマのイオン温度を測定してみることが必要である。しかし荷電交換中性粒

子法が十分な威力を発揮する1keV程度以上のイオン温度の超高温プラズマを作ることは

容易ではなく，現在の所このような超高温プラズマを生成しているのは，日本原子力研究

所のJ F T－2，名古屋大学プラズマ研究所のJ I P P T一皿に代表されるトカマク装

置，及び大阪大学工学部超高温理工学研究施設のFRC装置P I ACEなど国内では数

える程しかない。しかもこれらの装置では，次の核融合プラズマ生成装置の問題点を明

らかにするため，現在急ピッチの実験が行われており，本方法の検討の為に十分の実験

時間を得ることは難しいと考えられる。そこで本研究では，荷電交換中性粒子を発する

超高温プラズマと見立てたkeV高速中性粒子源を製作し，模擬分析実験を行うことによっ

て検討することとした。

 核融合反応が生起する程の超高温プラズマから飛び出す荷電交換中性粒子の多くは
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keV以上のエネルギーを持つ。従って模擬実験用としては，数keV以上の並進エネルギ

ーを持っ中性粒子ビームを生成する必要がある。また超高温プラズマからの高速中性粒

子はマクスウェル分布に近い幅広いエネルギー分布を持っているから，ある程度エネル

ギー分布の広がった中性粒子東も得ることができると都合がよい。その分布の形も自由

に制御できることが望ましい。一般にこの程度のエネルギーの中性粒子は，正イオンを

必要なエネルギーまで加速した後，低圧ガスや固体の薄膜を通過させたり，固体表面で

反射させるなどし荷電交換を行わせ，正イオンを中性化することによって得るのが常で

ある。低い密度のガス中を通して得られた中性粒子はほとんどエネルギー損失なしに元

のイオンのエネルIギーを持ち，元のイオンが単一のエネルギーを持ち空間的発散の小さ

いいわゆるビーム状であれば中性粒子ビームを生成することができる。一方，固体の薄

膜を通過させたり固体表面で反射させる方法では，そこでのエネルギー損失や粒子の散

乱が大きいので，単一のエネルギーを持ったイオンビームを入射させてエネルギー分布

の広がった発散角の大きい中性粒子束を生成することができる。本研究では，ガス中を

通す方法と固体表面で反射させる方法でイオーンビームを中性化し，二種の性質の中性粒子東

を生成することとした。そこでまずイオンビームを放出するイオン源の設計・製作を行った。

 本研究で要求されるイオンビームは，想定する超高温プラズマのイオン温度（平均エ

ネルギー）が数keV以上であるため，少くとも1keV以上のエネルギーを持っていなけ

ればならない。また測定の容易さを考えると金属表面に衝突する中性粒子による二次電

子電流がnAオー一ダー以上は必要で，イオンから中性粒子への変換効率（～数工O％以下）

やその際のビームの発散による減少（固体表面による中性化の場合は数％程度になるか

もしれない）及びその他実験装置の工作時の誤差に原因する低下などのため，数10μA

以上のイオンビーム電流量があることが望ましい。またイオン源が安定に動作し操作

及び制御が容易であること，さらに動作ガス圧が低いことなども必要である。とくに動

作ガス圧は実験装置全体の真空度に大きく影響するので，二次電子放出現象の様な表面

現象を取り扱う場合にはとくに注意しなければならない。イオン源から引出せるイオ

ンビームの量や安定性はほとんどイオンを引出すプラズマ （ソースプラズマという）

を生成する放電形式によって決まってしまうので，上記動作ガス圧の低さも考慮すると，

結局できるだけ低いガス圧で安定に維持でき，かっ密度の高いプラズマを生成できる放

電形式を選びたい。そこで本研究ではこのための放電形式としてビームプラズマ放電

（後はB P Dと略す）を用いることとした。田’樹BPDはミラー磁場配位の1σ3～1σ5Torr
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の低圧ガスで満たされた容器中に数keV一致10mA以上の電子ビームを打込んだ時起こる

            11  12 ‘3異常電離現象で，簡単に10～10cmの安定なプラズマを生成することができる。

以下本研究で製作したこの方式のイオン源の概略及び性能について述べる。

2．2」 a P Dイオン源の設計・製作

2．2．1 イオン源の備造

 イオンビームを引出した後の輸送系，散乱容器及び測定系に十分な空間を与えること

ができるようイオン源は横型とし，高木等の設計・製作したB P Dイオン源とは異なり

電子銃とイオン引出し系を切り離しプラズマ生成領域の両側に配置することにした三④

これは，この型のイオン源の寿命がほとんど電子銃のヒータの寿命によって決まると考

えられるので，引出されるイオンの衝突によりヒータの寿命が短くなるのを避けるため

であ乱図2．1に製作したB P Dイオン原の構成を示す。イオン源は，左から順に電子

A 8一一→←一一一C一一一シ

ガス注入

 スリットコイル

~筒スリット

リークハルブ

収束用磁界コイル
@   、陰極

スクリーン電極

@     観測窓
コレクタ電

陽極

   観測窓
_／引出し鞭主磁界コイル

リークパルフ

コレクタ電極

     D．P．               D－P・
                       6001／s     6001バ

図2．1 BPDイオン源の構成

    1A〕電子銃部，lB〕放電室，lC〕イオン引出し部

銃部刈，放電室1B〕，イオン引出し部Clの3つの主要部分から成る。図2．2は全体の写真

である。
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図2．2 B P Dイオン源の写真

 電子銃部は軸対称ピアス型電子銃，収束用磁界コイル等から成り，電子銃の陽極及び

陰極の曲率半径及び間隔は，空間電荷電界を考慮した電子軌道方程式を解いて決定した。

陽極は真空壁に固定し，陰極を電流導入端子及びステアタイトで壁から絶縁した。従っ

てヒータから出た電子は陰極に負の高電圧を印加することにより加速する。ヒータは寿

命の点で酸化物塗布は避け，少し太めのタングステン線（O．5mmφ）を渦巻き状

に巻いて用いた。収束用磁界コイルは，電子銃からの電子ビームを円筒スリット付

近に収束し，放電室にできるだけ多くの電子ビームを注入するために設けたものであり，

コイルによる磁界すなわちコイルに流す電流Ifには電子ビーム加速電圧油によって決ま

る最適値がある。イオン源動作時においては，ヒータ電流16A，泊：2kV及びIf：38A

で，この時放電室に注入される電子ビーム電流は20mA程度である。

 放電室は直径10cm長さ40cmのステンレス製円筒で，図2．3に示すようなミラー比1．6

のミラー配位磁場中に置かれている。放電室へのガス注入は中央に位置するバリアブル

リーク・バルブで行うが，注入したガスが電子銃部の真空度を悪くするのを防ぐため，

長さ10cm直径2cmのステンレス製円筒を電子ビーム入口に取り付け，ガス流に対す

るコンダクタンスを下げた。図2，4はB P Dで放電室に生成したプラズマの電子温度及

ぴ密度の放電室管径方向分布を示す。このときの放電室のカス圧は8x10・4Tomでカス

は窒素，またこの結果はプローブ測定によって得られたものである。中心付近では電子

ビームとプローブとの接触によりプローブが溶融するため測定できないが，直径4cm
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以上の太いプラズマ（～101も㎡3）が安定に生成されている。

450
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コ300o
o
）

値  150

←放電室→

40    20     0     20     40

     軸方向位置  （Cm）

  図2，3 放電室軸方向磁界分布
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生成プラズマの電子温度及び電
子密度の放電室管径方向分布

 イオン引出し部はステンレス製のスクリーン電極及びイオン引出し電極から成る。

イオン引出しのために接地されるスクリーン電極及び負の高電圧を印加する引出し電極

の形状は電子銃の陰極，陽極と同様とし，中央にはそれぞれ直径8mm，7mmの穴を

あけ，イオンを引出すようにした。これら電極の間隔は電子銃の場合と同様，軌道方程
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式を解いて決定した。

 最後にイオン源の真空排気系について簡単に述べる。円筒スリットとスクリーン電極

で電子銃部，放電室及びイオン引出し部を分離し，2本の600兆の排気速度の油拡散

ポンプ（水冷バッフル付）で差動排気した。従って放電室が1σ3Torrのガス圧でも電子

銃部，イオン引出し部は1σ5Torrオーダーの真空度に維持される。

2．2．2 イオン引出し特性試験

 製作したB P Dイオン源の性能試験には，まずイオン引出し電極の背後に二次電子電

流を抑制するために底を深くしたコップ状のコレクタ電極を置き（図2．1），イオン引

出し電極と同電位に保ち到達する全イオン電流を測定した。放電室には窒素ガスを注入

し，電子銃部の収束用磁界コイル電流及び放電室のミラー磁場コイル電流を最適値に調

整して行った。変化するパラメータは，電子銃の電子ビーム加速電圧Va」，電子ビーム

電流Ib・放電室のガス圧Pdis及びイオン引出し電極電圧Vexとした・結果を図2・5から

図2．8に示す。Vex以外の量はすべて放電室に生成したプラズマパラメータを変化す

    ・‘◎ 曙i58×10 T◎rr

・曙i，6Xlσ4T…

 5
（く〔
i…

）4

鰐

腿3
、、

六
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州

Ve真8KV

0  1600     2000     2400

        V・（V）

図2．5 イオン電流の電子ビーム

    加速電圧（Va）依存性
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図2，7 イオン電流の放電室ガス圧（Pdis）依存性
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図2．8 イオン電流のイオン引出し電圧依存性

るもので，図2．5図2．6図2．7よりVa．Ib，Pdisは大きい方がイオン引出しに都合

がよいが，すべて飽和傾向にありこれらのパラメータを極端に増したとしても大きな増

加は望めない。ところがイオン引出し電圧を数kV程度で変化すると全イオン電流が大き

く変わる（図2．8）。Wxが一10kV以上は電源容量の関係で測定できていないが，実

験結果を延長すると1OmA以上のイオン電流が簡単に得られそうである。引出されたイ

オンビームのエネルギーは泥xによって決まるから，本実験で最大，10keVのエネルギ

ーのイオンビームが6．3mA得られたことになる。この値はイオン電流密度にして16．4

mAκ㎡となる。

 さて，引出されたイオンビームのエネルギー幅及ぴ質量スペクトルもイオン源の性能

を決める重要なパラメータである。質量スペクトルについては，第3章で詳しく述べる

永久磁石を用いた磁界偏向で測定した。結果を図2．9に示す。横軸は偏向角を簡単な磁

界偏向の式を用いてM／eに変換したもので，窒素ガスを放電室に注入した場合はとん

どがNオでN＋はそのユ乃0以下である。またエネルギー幅については，イオンビームを
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低圧ガス中に通し中性粒子ビームに変換した後のものをガスストリッピング型分析

器で測定したところVexに無関係に約10－0eVとなり，従って元のイオンビームのエネル

ギー幅はそれより小さい。

2．3 イオンビームの中性化のための構成

2．3．1 低圧ガス中通遇による中性化

 二次電子放出係数の入射エネルギー及び入射角依存性測定のために構成した実験装置

の概略を図2．10に示す。装置の左側には前節で述べたB P Dイオン源があり，それから

引出されたイオンビームはイオンビーム輸送部で中性粒子ビームに変換され，散乱容器

中央にセットした金属試料に衝突し二次電子を放出させ乱

 イオンビーム輸送部は，イオン源と同じ内径のステンレス製真空壁中にテフロンで絶

縁支持した4個のアルミニウム製円筒で構成した。左から順に輸送電極1，2，3，4と呼び，

それぞれの内径及び長さは，45mmφ，30mm；65mmφ，92mm；65mmφ，92mm；

34mmφ，80mmである。イオンビームを引出し電極に負の高電圧を印加して得るため

これを散乱容器に導くには輸送電極に同程度の負の高電圧を印加しなければならない。

イオンビームの中性粒子ビームヘの変換にはガス分子との荷電交換衝突を利用したが，

一ユ8一



1〕．P ．

15001バ

島i．  R
邑

le

A

イオン輸送電極

K     V・
2   3      θ

    イオンビーム 又は

、．、．榊 潟~＿貝ツペま上
6001パ                コレクタ電餓

   図2．10二次電子放出の入射角依存性測定用実験装置

特別にガスセルを設けなくてもかなりの量の中性粒子ビームを得ることができた。イ

オンビーム輸送部の真空度は実験中電極2付近では工σ5Torrのオーダーなので、この付

近での中性粒子への変換は少ないことが予想される。しかし引出し電極付近では，放電

室（～1δ一3Torr）からスクリーン電極孔を通してのガス流入．があるため，真空度は少なく

とも1σ4Torr台であると考えられる。従って生成中性粒子ビームはイオンビームが引

出されるとすぐに中性化したものであろう。これは後述するガスストリッピン’グ型分

析器による解析で，こうして生じた中性粒子ビームのエネルギーが引出し電極電圧によ

って決まり輸送電極電圧に困らないことから明らかである。中性化しなかったイオンビ

ームが散乱容器内に入り込むのを防ぐため，輸送電極2，3及び4を接地電位とし負の高

電圧空間を走って来たイオンをそこで追返した。また引出し電極は収束されなかったイ

オンの衝撃を受けて多量の二次電子を放出する。この電子に対して輸送電極2，3及び4

の接地電位は強烈な加速電圧となり、散乱容器内の金属試料をたたく恐れがある。そこ

で輸送電極ユに常に引出し電極電圧より500V負の電圧を印加してこれを防いだ。

 散乱容器は内径25cm高さ15cmのステンレス製太鼓型円筒で，上部の蓋を開けて内部

の電極の取付け取外しを行う。この容器には，内径100mmの輸送部接続用及び真空排

気用の2つのポートの他に，側面に内径34mmの8個のポートがある。これは，電圧印加
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電流測定用として用いる以外に，このポートに二次電子型検出器やカスストリッピン

グ型分析器を接続することができる。容器内の真空度を良くするため，輸送部からのガ

ス流入が輸送電極4の中性粒子ビーム集東用スリット孔のみとなるよう，テフロン及び

アルミニウム板で分離した。また容器内の真空排気には水冷バーツフル付15001／s排気

             ’7速度油拡散ポンプを用い，1O Torrのオーダーまで排気することができる。図2．11にイ

  一51×10

（ヒ
β

山

図2．11散乱容器内の真空度

    Psとイオン輸送部の

    真空度P［の関係

    lXlO’6   1X1O－   lXlσ
             Pt（T◎rr〕

オン源の放電室にガスを注入した場合の輸送部（電極2付近）の真空度Rと散乱容器内

                              一5の真空度Psの関係を示した。通常実験中輸送部の真空度は5x10Torr以下である。

従って散乱容器内では5×1ポTorr以下の真空度で測定が可能である。

 このような構成で散乱容器内に直径5mm，等価電流0．ユμA程度のkeV中性粒子ビー

ムを導くことができた。

2．3．2 固体表面反射による中性化

 固体表面でイオンビームを中性化することにより，ある程度エネルギー分布の広かっ

               固だ中性粒子東を作ることができる。 またその分布は入射角を変化することにより簡単

に制御できると考えられる。本研究ではこの方法でも中性粒子を生成した。この場合に

は図2．エ0の実験装置の他に小型の散乱容器（内径14cm，高さ10cm）を用い，元の散乱容

器の直径34mmの測定用ポートのいずれかに接続した。小型散乱容器も独自に600い

油拡散ポンプ系排気装置を有する。実験装置の大型散乱容親小型散乱容器の部分の写

真を図2，12に示す。

 イオン輸送部の全電極及び散乱容器内の試料を含む各電極にイオン引出し電圧と同

程度の負の高電圧を印加し，散乱容器中央に設置した試料固体にイオンビームを衝突さ

せる。ここで試料表面に衝突するイオンエネルギーは試料に印加した電圧によって決ま
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及び小型散乱容

器の写真

る。試料表面で散乱された粒子の内，荷電粒子は偏向電極対で除き，表面で中性化しあ

る角度で散乱された中性粒子のみを小型散乱容器に導き分析実験を行う。このような構

成で得られた中性粒子東の詳細及びそれの分析結果等は後の章で述べる。

2．4 二次電手測定のための電極配置と予備実験

2．4．1 散乱容器内の電極配置

 図2．10は散乱容器内の電極配置及ぴ電圧印加・電流測定のための電源メータ類の概略

も示している。散乱容器内に設置した電極はエミッタ，コレクタ及ぴリミタの3つであ

る。エミッタは粒子ビーム衝撃で温度が上がるのを防ぐため縦5cm 横8cm 厚さ1

mmの大きな市販の銅板とし，通常はピカール研摩剤で研摩しアセトンで脱脂・脱水し

て用いた。またこれを散乱容器中央の底に取付けた真空回転導入機にテフロン棒を介し

て固定したので，粒子ビームのエミッタヘの入射角は回転導入機を真空外から操作して

簡単に決定できる。コレクタは，粒子ビーム衝撃によってエミッタから放出された二次

電子を集める電極で，内径10cm 高さ8cmの薄い銅板製円筒である。粒子ビームの入

口孔（直径1cm）と内部の真空度を良くするためにエミッタの背後に空けた5cmx8

Cmの角形孔以外は，完全にエミッター �ﾍんだ。 またコレクタには二次電子を完全に吸

収するために十50Vの電圧を印加した。コレクタの外側にはリミタと称する内径15cm

高さ1Ocmの薄い銅板製の円筒を設け，コレクタを囲んだ。リミタはコレクタよりも小

さな粒子ビーム入口孔（直径5mm）を有し，入射粒子ビームを絞る。従って粒子ビー

ムが直接コレクタを衝撃することはない。リミタは通常直接接地される。また二次電子
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電流はエミッタに接続した微少電流計で測定した。

2．4．2 イオンビーム筍撃による銅表面の二次電子放出係数の測定

 構成した実験装置で超高温プラズマのイオン温度測定のための模擬実験を行う前に，

予備実験として垂直入射時の二次電子放出係数測定を計画した。しかし中性粒子衝撃の

場合の金属の二次電子放出係数を正確に測定するのは少々やっかいである。それは入射

粒子ビーム束の絶対値の見積りがイオンの場合のように簡単でないからである。そこで

本節ではイオン入射の場合の二次電子放出係数r＋を測定することとした。

 イオンビームをエミッタに衝突させるためにイオン輸送電極3・4及び散乱容器内

のすべての電極をイオン引出し電圧Vexと同電位にしたので，コレクタ電圧を印加する

直流電源及びエミッタに接続して二次電子電流を測定するメータ類は絶縁トランスを介

して浮かして用いる必要がある。図2，13はエミッタに衝突するイオンビーム電流のイオ

 10  ◎Ei93KV
     ▲   4KV

     ●   5KV

く〔   口 6KV

3
二 5

100     200     300

        V2（V）

400   500

図2・13 エミッタに入射するイオンビーム電流Iiのイオ

   ン輸送電極2の電圧V2に対する変化

   パラメータEiは入射イオンエネルキー

ン輸送電極2の電圧V2に対する変化を示す。パラメータは入射イオンエネルギーで，
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すべてのエネルギーについてイオンビーム電流を最大とするV2の値がある。 図より・

V2の0から一500Vの間の調節で，イオンエネルギー3keVから6keVのイオンを

7μA／直径5mm以上エミッタに入射することができる。

 イオン衝撃による金属表面の二次電子放出係数は次のような考えを基に測定した。

図2．1卵）に簡略化した測定回路を示す。’

 リミタ電極

コレクタ電極
エミッタ電極

一イオンビーム

（O）

Vc

Ie

A

’

Ie

1＋

I＿

・Vビ 0 十V。・Vc

（b）

十Vc

図2．14 耳の測定方法一a〕測定回路一b〕1e－Vc特性の概略

 本実験装置では普通の場合イオンビームを偏向用磁石で曲げることなしに散乱容器

に導くため，引出し電極付近で発生した中性粒子ビームも同様に散乱容器内に浸入し，

エミッタ電極をたたく。図2．幽blはこのような場合のコレクタ電圧変化時のエミッタに

流れる電流の変化の概略を示す。中性粒子は電荷を持たないから，コレクタに十分負の

電圧を印加した時の飽和電流I」ま完全に二次電子が追い返されるものとすると，入射イオ

ン電流1iを表わす。しかし逆にコレクタに十分正の電圧を印加した場合の飽和電流I。は，入

射イオン電流Iiとそれによる二次電子電流r＋Ii（r＋：イオン入射時の二次電子放出係

数）の和ではなく，それに入射中性粒子による二次電子電流Ieを加えた電流を示す。従

ってI＋としの比は，

             ムー（1＋ア・）I＋I  I・   （21）
             I．  I、  呂1＋γ・十丁
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であり，もし中性粒子による二次電子電流が入射イオン電流に比べて十分小さいと仮定で

きる場合には（Ie＜Ii），γ。はkeVイオンに対して1のオーダーであるから，

I＋            I＋
一÷1＋τ十 または γ十÷一一1
I＿             I＿

（2．2）・

となる。従っでこのような場合にはI。とI一を測定すれば，イオンのみが入射した場合の

金属の二次電子放出係数を決定できる。ここで，本実験装置の場合イオン輸送電極2の

電圧V2を調節することにより，電荷を持走ない中性粒子の量を変えずにエミッタに入

射するイオン電流Iiを増加させることができる。つまり，そのようにしてIiを増し，式

（2．1）のIe／Iiを小さくし・式（2－2）が成立するようにできる。図2－15はイオンエ

ネルギーを5ke V一定とし，輸送電極2電圧V2を調節してエミッタに入射するイオ

ン電流を変化し，（I＋／L－1）を測定した結果である。 入射イオンはアルゴンイ

オン。Ii〈5μAで（I＋／I＿一1）が急激に大きくなるのは，式（2．1）で中性粒子

による二次電子電流（一定）のIiに対する相対的な大きさIe／Iiが増加するためであり，

約7μA以上のIiに対して（I＋／I一一1）はほぼ一定となり，Ie＜Iiが成立しているこ

2．5

A〆一Cu   Ei＝5KeV

      θ；00

図2．15 （I＋／L－1）の

   入射イオン電流による

   変化
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とがわかる（式（2．2））。そこでア十測定の際には必ず図2，15のような特性を測定し，

その特性が平担になる所の値としてア。を決定した。

 本実験では・アルゴンイオン（Aビ）及び・ヘリウムイオン（He＋）入射時のア十を

keVオーダーのエネルギー領域で測定した。結果を他の研究者による実験値と共に

図2．1αa川b〕に示した。○印が本実験によって得られた値である。図より本結果は他の値

とほぼ一致していることがわかる。

2．5 結  言

 本章では，本研究で提案する二次電子測定による荷電交換中性粒子法を実験的に

検討するために製作した高速中性粒子源，とくにその重要部であるイオン源について述

べた。本研究で提案する計測法はkeV以上のイオン温度のプラズマを対象としているか

ら，それから飛び出す荷電交換中性粒子を模擬するための高速中性粒子源は1keV以上

のエネルギーを持つ中性粒子を取り出せることが必要であった。そのためには同程度の

エネルギーのイオンを引出せるイオン源が必要で，本研究ではB P Dイオン源を製作

し，最大10ke Vのイオンビームを16．3mA／cm2の電流密度で得ることができた。

高速中性粒子はこのイオンを低圧カス中通過及び金属表面反射によって中性化して生成

することにした。測定の容易さから言って上記中性化効率及びビームの発散などを考慮し

て元のイオン電流量はある程度大きいことが必要であったが（≧数10μA／数10mm2），

初期のこの目的を十分にカバーする電流量を得ることに成功した。さらに模擬荷電交換

中性粒子衝撃による金属表面からの二次電子測定のための電極群（エミッタ，コレクタ，

リミタ等）を散乱容器内に構成し，B P Dイオン源から引出したイオンビームを直接

それに入射しイオン衝撃による金属の二次電子放出係数を測定することによって実験装

置全体の性能を試験した。その結果，測定された二次電子放出係数は他の研究者による

ものとほぼ一致し，本装置で得られる結果の信頼性を得た。模擬荷電交換中性粒子源と

して取り出した中性粒子の性質については，後の章の本研究で提案する計測法の実験的

検討の結果と共に述べる。
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第3章二次電子型高速中性粒子エネルギー測定法

3．1 宿  言

 イオン衝撃による金属表面からの二次電子放出は，粒子検出器としての応用のためだ

けでなく，その物理的興味から多くの研究者によって精力的に研究されてきた～①・2山そ

れらの研究において二次電子の放出機構は，入射イオンエネルギーによってpotentia1

放出とkinetic放出の2つに分けて考えられている。Potentia1放出は・イオンエネルギ

ーが数100eV以下の場合に重要となる放出機構で，イオンの充たされていないエネル

ギー状態に金属の伝導帯からトンネルする電子がイオンを中和し，その際第2の電子が

励起されて飛び出すと考えられている。これによる二次電子放出係数γ十は，水素原子イ

オンのような一価のイオンではほとんどイオンのエネルギーに依存せず，1に比べて十分

に小さい。一方，入射イオンの運動エネルギーによる格子原子の電離で電子が放出され

るのがkinetic放出で，エネルギー数100eV以上のイオンに対して有効で，エネルギ

ーに大きく依存する。またそれによるア十は・potentia1放出のものよりはるかに大きい。

さて，中性粒子による二次電子放出現象はあまり研究されておらず，ただ原子衝突の分

野’や核融合研究の分野における利用を目的として測定されているに過ぎない。中性粒

子の場合には，特にエネルギーが低い時中性粒子が励起状態にあるか基底状態にあるか

ということは重要であるが（Auger過程），数100eV以上ではイオンの場合と同様に

kinetic放出が重要な放出機構となる。超高温プラズマから放出される高速中性粒子のエ

ネルギーはユkeV程度以上であるから，この高速中性粒子の診断に二次電子放出を利用

する場合にはほとんどkinetic放出のみを考えればよい。

 まず，超高温プラズマから飛び出す高速中性粒子を金属表面に垂直に当て，出てくる

二次電子を測定することを考える。金属表面の二次電子放出係数は入射粒子エネルギー

に依存することからγ。（E）と書くことにし，高速中性粒子のエネルギー分布関数をN旧〕

とすると，＊測定される二次電子電流Ieは，

1・一・・＾・川・〕・厚・・
（3．1）

＊本章で用いるエネルギー分布関数は，すべて単位体積・単位エネルギー当りの粒子数として定義

 される量である。

一27一



で表わすことカミできる。ここでmは高速中性粒子の質量，またSは粒子束の断面積であ

る。一方，プラズマイオンのエネルギ 分布関数をnl（E），プラズマイオンと荷電交換衝

突をする中性原子密度をn。とすると，単位時間・単位体積当り発生する・エネルギーE

～E＋dEの高速中性粒子数は，

・（・）・・刊（・）・皿1・・（・）・層
（3，2）

である。ここでσex（E）は荷電交換衝突断面積・miはイオンの質量でmドm。二次電子

型検出器の入口スリットを通して見えるプラズマの体積をV，Vの領域から入口スリッ

トに張る立体角をd9とすると，

・一州筈刈、（・）・1・・（・）川（・）厚・・
（3．3）

なる二次電子電流が測定される。プラズマが熱平衝状態にあり，ni（E〕を温度Tiのマク

スウェル分布関数で表わせる場合には

    dρ
I・二ひV・万・へ

 〈≠芸’、T1伽）・1・・（・）、晋。、榊←。芸η）・・

（3．4）

となる。ここで心iはプラズマイオン密度J

 式（3．ユ）または式（3．3）を見ると明らかなように，γ。（E），σex（E）が既知とし

ても，単に二次電子電流Ieを測定するだけでNlE〕またはni（E）の全体を推定することは

不可能である。これは中性粒子入射によって金属表面から放出される二次電子の数が入射粒

子のエネルギーの他に入射粒子数にも依存するからで，平均エネルギーのような値の推定も

全入射粒子数がわかっていないと無理であ乱

 式（3．4）におけるように中性粒子またはイオンのエネルギー分布関数を仮定でき

る場合には，その平均エネルギー（イオン温度）を決定できそうであるが，実際にはプ

ラズマイオンと荷電交換衝突をする中性原子密度の値叫が必要でこれを測定することは

難しい。従って二次電子型粒子検出器の出力電流から中性粒子のエネルギーを見積るに

は，何らかの方法で出力電流値から入射粒子数の効果を除去しなければならない。荷電
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粒子の場合にはそれはコレクタに十分負の電圧を印加することにより可能であるが中性

粒子ではそう簡単でない。

 本章では，二次電子放出係数の入射角依存性を利用して入射粒子数の効果を除去し，

簡単に入射中性粒子の平均エネルギーを決定する方法を提案する。さらに，その方法を

超高温プラズマの荷電交換中性粒子計測に応用し，イオン温度を推定する方法を議論す

る。また本章では，前章で述べた中性粒子源を荷電交換中性粒子を発する超高温プラズ

マと見たてて行った模擬分析実験の結果を述べ，実用上の問題点を検討する。まず，次

節で二次電子放出係数の入射エネルギー及び入射角依存性について述べる。

3．2 二次電子放出係数の入射エネルギー及び入射角依存性

 二次電子放出係数の入射角特性に関する実験結果は，イオン入射の場合には多く報告

されているが，中性粒子入射では少ない。しかし数100eV以上のエネルギーでは二次電

子放出機構（kinetic放出）から考えて。中性粒子の場合はイオンの場合と同じと予想され

る（後述）。イオンについての実験結果はとの研究者のものでも約100keV以上のエネ

ルギー領域では，SeCθに比例した入射角依存性を持つ。2カつまり，θの角度で入射し

たイオンに対する金属の二次電子放出係数ア十（θ，E）は

ア十（θ，E）＝ア十（0㌣ E）・secθ （3・5）

と表わせ，㌦（θ，E）／叫（0㌣E）は入射イオンエネルギーEに依存しない。ここで

入射角θは金属表面の法線と入射イオン束とのなす角で，ア十（0，E）は垂直入射の場

合の普通の二次電子放出係数である。

 しかし，森田等は中性水素原子ビームを用いた実験で，入射エネルギーが低くなると

（数10keV以下）θの大きい方から式（3．5）のsecθ則に合わなくなり，τ。（θ，E）／

η（0，E）にエネルギー依存性が出て来る，つまり7。（θ，E）が変数分離形でなくな

る現象を観測している。2劃彼等の実験結果によれば，それは入射中性粒子のエネルギー

が小さくなる程顕著であり，10keVの水素原子がステンレス鋼表面に入射する場合，

π（80。，E）はsec8びより30％以上小さい。 このずれはさらにエネルギーが小さくな

るともっと大きくなることが予想され，keVオーダーのエネルギ」領域において後の節に

述べる本実験でも確認された。2④’25森田等はこの原因を表面における入射粒子の反射と

potentia1放出の効果のためと考えた。さて，このような場合には2つの入射角1軸する
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二次電子電流の比は入射エネルギーに依存し，比をとることによって二次電子電流値か

ら入射粒子の効果が除去されるから，中性粒子のエネルギー分析にこの比を利用するこ

とができる。まず，本節では二次電子放出係数の入射角依存性についてさらに詳しく議

論する。

3．2．1 Stemglassの理論による入射角依存性

 高速粒子を固体表面に衝突させた時の二次電子放出は，最初Stemg1assによって理論

的に計算された。蝸そして彼の理論は100k6V以上のイオンによる金属からの二次電子放

出の実験結果と一致した。そこでまず，彼の理論に基いて二次電子放出係数の入射角依

存性を導出する。

彼の理論においては，入射粒子による固体原子の電離から生じた速度の小さい電子が表面

まで拡散し，固体表面の障壁を飛び越え真空中に飛び出すと仮定された。従って固体内

の単位層中に生まれる二次電子の数は，入射粒子の電離断面積に比例する。一方10keV

オーダー以上の高速粒子はそのエネルギーの大部分を固体原子との非弾性衝突（電離）

により失うと考えられるので，結局発生する二次電子の数は入射粒子のエネルギー損失

に関係している。

                固体表面

停止

人1

dX X θ

二次電子
…止

入射粒子

固体     真空

図3．1 二次電子放出の概念図

さて図3．1に従い，入射粒子の標的固体内での飛程をL，入射角をθとすると，二次
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電子放出係数は，

・（1・・）一
轤kcosθc妾、晦・（一・／・。）

（3・6）

で表わされる。ここでQは物質に対する入射粒子の電離断面積に相当し，Qdxは表面か

ら距離xの位置にあるdx内で生成される二次電子の数を表わすとする。また，exp（一x

／Ls）はxの点で生まれた1個の二次電子が表面まで達することができる確率である。従

ってLsは電子の固体内での特性拡散距嘩である。定数Bは表面における透過係数で，電

子が表面の障壁を乗り越えて真空中に逃げる確率を表わす。二次電子のような低エネル

                 ○キ 電子の拡散距離Lsは小さく，数A程度と考えられ，入射粒子が数10keV以上の功

ルギーの場合にはL》Lsが成立するから，入射粒子がLs走る間に失うエネルギーは小さ

い。従って式（3．6）のexp（一x／Ls）が極端に小さくならないx≦LsではQはxに依存

しないと考えると，式（3．6）は

・（1・・）一
ﾁ寺／1一…（一・…1／・。）／

（3．7）

のように積分でき乱そこで入射角θがO。つまり垂直人射の時のア（ぴ，E）に対す

る比をとると，

岨＿  1  ． 1－exp（一Lcosθ／Ls）
ア（0，E）． cosθ  1－exp（一L／Ls）

（3．8）

になる。入射粒子の飛程Lは当然入射粒子のエネルギーEの関数であるから，r（θ，E）

は一般にはEとθに関して変数分離できない。しかし，式（3．8）から二次電子放出係

数の比r（θ，E）／r（O，E）は固体表面の条件に依存しないことがわかる。もしL》Ls

が成立する時には，θがあまり大きくない範囲で

r（θ，E）

γ（0，E）

  1
÷   ＝SeCθ
 C06θ

（3．9）

となり，二次電子放出係数は入射角に対してSeCθに比例することがわかる。入射粒子エ

ネルギーが100keV程度のH＋，He六Ar＋，N＋などのガスイオンの固体中の飛程Lは
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1000式のオーダーで，L》Lsが成立する。2旧式（3．8）あるいは式（3．9）の導出過

程において，入射粒子がイオンであるか中性粒子であるかの違いは固体原子との非弾性

衝突（電離）により電子を生成する時のみ現われ，従って式（3．6）中の電離断面積Q

の値のみが中性粒子入射の場合にはイオンの場合と異なる。式（3．8）は二次電子放出

係数の比をとることによってQを消去しているから，この式は入射粒子の種類に関係な

く成立することは明らかである。ただユ0keV以上の高遠粒子がそのエネルギーの大部分

を固体原子の電離により失うことを考えると，飛程Lは入射粒子の種類に依存する。従

って式（3．9）のような簡単な式が中性粒字入射の場合に成立するかどうかは飛程Lの

大きさによる。入射粒子の固体中の飛程は入射粒子に対する固体の阻止能dE／dxと次章

式（4．21）のような関係がある。入射粒子の電荷の有無による固体の阻止能の違いは森

田等によって厚さ数10μg／c㎡のCu薄膜に10keV以上の水素原子と陽子を入射して実験

的に研究された。2田それによると阻止能は2つの場合でほぼ同じ値となって，入射粒子

の電荷の有無はこの程度以上のエネルギーでは関係ない。従って飛程Lも中性粒子入射

の場合はイオン入射の場合と同じと考えられ，式（3．9）のsecθ則はイオンと同じ入

射エネルギー領域において中性粒子に対しても同様に成立すると考えられる。

 入射エネルギーが小さくなると飛程Lは小さくなる。例えば10keVで100庄のオーダ

ーとなり，入射粒子が重い程Lは小さい。固体原子の電離によって生じた電子の拡散距

離Lsは数五程度であるか一轣C数keVの入射エネルギー領域においてもL／Lsは10

～100位で，式（3．8）のexp（一L／Ls）は1より十分小さいと考えてよい。しかし入射

角θが大きくなるとexp（一Lcosθ／Ls）は無視できなくなる。例えばθ＝80。・L／Ls＝

10とするとそれは0，2程度とな乱このような場合には・γ（θ，E）／r（ぴ，E）はsecθ

則から決まる値より小さくなることが式（3．8）より分かる。また，入射エネルギーが

小さくなるとそのsecθ則からのずれが大きくなることも予想できる。さらに，式（3．

6）のxに関する積分を行う際の仮定もL》Lsであるから，式（3．8）のような単純な

形では表わせなくなることも考えられる。

 ここでは簡単のため式（3．8）を用いて二次電子放出係数の比γ（θ，E）／r（0。，E）

の入射エネルギー依存性をさらに考察する。入射エネルギーが大きい時にSeCθ則が成

立していた入射角においても入射エネルギーが小さくなると上で述べたようにL》Ls

であるがLcosθ》Lsなる条件が満たされなくなる。この場合には式（3．8）の分子の

指数項をOと近似できない。そこで指数項を級数展開し1次項まで考えると，（θ，E）
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／γ（0。，E）はsecθ依存性が消えて入射粒子の飛程Lに比例するようになる。入射粒子

に対する固体の阻止能を次章4．3．2節で述べるようにdE／dx鳥AE軌4と考えると，飛程

LはE舳に比例する。結局r（θ，E）／r（O。，E）は入射エネルギーが小さくなると入

射エネルギーの0．6乗に比例して小さくなることがわかる。さらに入射エネルギーが小

さくなると式（3．8）の分母の指数項も0と近似できなくなり，同様に級数展．開し1次

項近似すると式（3．8）は1となることが予想される。

 さて，森田等はSeCθ則からのずれを表面における入射粒子の反射が主な原因と考え

   割ている。 入射角θが大きいつまり斜め入射になると，固体中に入り込まないで表面で

反射する入射粒子の数が増えてくる。このような粒子は二次電子放出にまったく寄与し

ないから，入射粒子数に対する二次電子数の比で定義される二次電子放出係数は実質的

に低下する。また，入射エネルギーが低くなる程表面での反射率は大きくなるから，こ

の原因によるSeCθ則からのずれも入射エネルギーの低下とともに大きくなることもわ

かる。

3．2．2 こ次電子放出係数の入射エネルギー及び入射角依存性の測定

 数keV程度の入射エネルギーに対する金属の二次電子放出係数の入射角依存性を知る

ために・第2章で述べた実験装置でkeV中性粒子ビームを用いてη（θ・E）／ア。（O㍉E）

を測定した。この場合イオン輸送電極3・4及びリミタは接地電位として中性粒子ビーム

のみを散乱容器内に導き，二次電子電流測定を行った。エミッタに衝突する中性粒子ビ

ームの直径は5㎜で，その粒子東は二次電子電流にして最大O．1μAを衝突させること

ができるが，第5章で述べる二次電子電流のゆっくりした時間的変化を防ぐため，1nA

程度以下に減じて用いた。BPDイオン源の放電室に注入するガスはAr，He，H。，N。の

4種類とし，引出したイオンビームを質量分離せずに中性化した。従ってAr，Heの場

合は単原子分子であるから問題はないが，H。とN。の場合には分子ビームと原子ビー

ムの混った中性粒子ビームで測定したことになる。しかし後の節で述べる引出したイ

オンビームの質量選別実験の結果，H，ガスの場合にはH才が，N、ガスの場合にはN言

がほとんどであることがわかった。中性粒子ビームを衝突させ二次電子を放出するエミ

ッタ金属としては市販の銅板のみを用い，真空中に設置する前にピカール研摩剤で鏡面

仕上げした後十分にアセトンで洗浄した。

 結果を図3．2，図3．3に示す。図3．2がアルゴン中性粒子Ar。入射の場合で，図3．3
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がヘリウム中性粒子He。入射の場合である。二次電子放出係数の比7。（θ，E）ノη（O。，

E）はこの場合，二次電子電流の比として求まり，これをk（θ，E）と定義した。横軸

は入射中性粒子エネルギーで1keVから5keVまで測定した。◎，口，□，△，▲，○，

●．①印が測定データで，それぞれ入射角θ：iび，20。，30。，40。，500，6ぴ，70。，80。の

結果に対応する。また図には実線で式（3，9）のsecθの値を示した。図よりこの程度

の入射エネルギーでも入射角が小さい（θ＜50。）の場合には，Stemg1assの理論から

予想されるsecθ則が成り立つことがわかる。しかし，θが50。一程度になると低エネル

ギーの方からSeCθ則からずれ始め，θが大きくなる程そのSeCθ則からずれ始める

エネルギーEthが大きくなる。特にθが70。以上になると・例えばsec7び÷2．92・sec8び

÷5．76であるから，そのずれはかなり大きいことがわかる。またsecθ則からずれ始め

3．O

Ar

2．5

u」

6
三2，O

◎θ＝10．

o 20．
■ 30．

＾ ム。’

▲  50
0  60
● 70’

           ’σ’         レ’げ
       ●’’      ●’’
    。●’’
   ●’’ ’○’’
’’・’

▲  ▲

1．5 ▲

1．0

 0 1  2  3  4  5  6

    E（keV）

図3．2 k（θ，E）の入射角1θ〕及び

入射エネルギー（E）依存

性，Aro入射の場合。

一34一



3．0

He

♂
！

！

’

6
’

2．5

1」」

6
主2．0

oθ＝10．

0
●

△

▲

◎

●

0

20．

30．

40．

50．

60’

70．

80．

！

9
’

’         ．g  sec70

o
’               ！

！     ○’

 ！      9’ 9
     〃’       ツ
’        ノ
！         ！
’          ’
o      。・

  〃       ！
  ’      刀
 6         s㏄60’
 ’一一一■；‘
 ’              ’令
          〃 ’  ‘       レ’
’  ’     j’’
。6／   σ
 ／   炉
9 0／O’
P’

▲

1．5
▲                    ・

         s㏄50

s籠40．

sec30．

s㏄20’

1．0

 0
1O．

2  3  4  5  6

 E（keV）

図3．3 k（θ，E）の入射矧θ〕及び
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性，He。入射の場合。

ると，k（θ，E）は入射粒子エネルギーEに対してほぼ直線的な依存性を示すようになる。

このsecθ則からずれ始めるエネルギーEthと入射角θの関係を面図から求めたのが図

3．4である。Ethは入射角と共に急激に増加し，Ar0の場合θ：70。で～15keV，He。の

場合θ＝80。で～13keVである。従ってある入射エネルギーEthを境にして，k（θ，E）を

次のように近似することができ乱

・（1・・）一 ｡H続．肝b（、） ・E＞Eth（θ）

・E＜Eth（θ）

     （3．10）
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      θ10）

ここで，Ethは入射角の関数であるという意味でEth（θ）と書いた。a（θ）とb（θ）

は入射角，入射粒子及びエミッタの種類に依存し，図3．2，図3．3からAr0及びHe。

入射に対する銅表面のa（θ），b（θ）は表3，5のように決定される。

表3．5 銅表面のa（θ）及びb（θ）

入射粒子 θ〔。〕 ・（θ）（k・V－1） b（θ〕

Aro 60 0．125 1．53

70 0．060 2．01

60 0．088 1．53

Heo 70 0．192 1．51

80 0．336 1．51
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 前節で式（3．8）よりk（θ，E）はE舳に比例することを導いた。しかし本節の実験結

果はE1に比例しているように見える。この違いの原因についてはよくわからないが，実

験における入射エネルギー変化範囲が狭いため（1keV～5keV）直線近似できた可能性も

ある。これはE＝Oの時のk（θ，E）の値つまりb（θ）が式（3．8）で予想された値（：

1）より大きいことから想像できる。すなわち関数E軌6のEに対する変化は上に凸の傾

向を持ち，その曲線のある一部のエネルギー領域を直線近似するとその他のエネルギー

に対して近似直線は元のE岨6より大きくなるからである。

 図3．6は入射粒子の種類によるk（θ，E）の変化を示すもので，’θ＝70。の場合のみを

比較した。図中のすべての粒子に対してk（θ，E）はこのエネルギー範囲でsec7びの値よ

り小さく，入射エネルギーEと直線関係にある。この図から，質量の大きいAr。，N2

     0    0
では軽いHe・H。に比べて傾きが小さく，推測されるEthもかなり大きいことがわかる。

3．O

5e6が

トle

’◎2．5
卜
1I

O ．Ar

！H2

図3．6 入射粒子の種類による

    k（θ，E）の変化

ω
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これは上述の固体の阻止能の表式dE／dx弓AE阯における係数Aが入射粒子の質量

と共に大きくなるからと考えられる。つまり入射粒子の飛程（～ALl E阯6）のエネル

ギーに対する変化が質量が重くなる程なだらかになるからである。

3．3 二次電子測定による高速中性粒子エネルギー分析法

3．3．1 平均エネルギー測定法

二次電子放出係数の入射角依存性は，入射粒子エネルギーが数ユ0keV以下の場合に

secθ則からずれて来ることを前節で述べた。η（θ，E）とη（0㍉E）の比をk（θ，E）

と書くと，それは一般に次式のように書き表わすことができる。

・（1・・）一
|奈続1、）lllllllll：：ll：1：

（3．n）

 ここでf（θ，E）はθとEの関数で，Eth（θ）はsecθ則からずれる境目の入射エネ

ルギーである。金属表面にエネルギー分布関数がN（E）の中性粒子束が衝突する時，

入射角θでの二次電子電流Ie（θ）と垂直入射での二次電子電流Ie（0。）の比をK（θ）

と書くと，これはk（θ，E）を用いて次のように書ける。

          oo          ∫・（1・・）・㌔（・㍉・）φ（・）・・

    Ie（θ）
K（θ）…    一
    1・（バ∫州・）φ（・）・・

（3．12）

 φ（E）dEは，単位面積当り単位時間に入射するE～E＋dEのエネルギーを持つ中性

粒子束で，N（E）と次の関係にある。

1（・）・・一・（・）・・芹
（3．13）

前節で述べたように，θ≧50。ではkeVオーダーの中性粒子入射に対して銅表面のk（θ，
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E）は，secθ則で決まる値より小さくEと共にほぼ直線的にsecθ値に近づく。この場

合にはk（θ，E）を

k（θ，E）＝a（θ）・E＋b（θ） θ＞50。 （3．14）

と近似できる。a（θ），b（θ）は入射エネルギーEに依存せず，入射角θ及び入射粒

子・エミッタ金属の種類によって決まる。さて，

・（・）一山・・）1（・）一η（1。・・）・・（・）喜一
（3．15）

とおき，g（E）を一種の分布関数のように考えると，式（3．12）は式（3．14），式

（3．工5）を代入して

        一        一  K（θ）一b（θ）
K（θ）：a（θ）・E＋b（θ）またはE＝
                     a（θ）

（3．16）

と変形できる。ここでEは

百一作・（・）・・小（・）・・ （3．．17）

で定義された分布関数9（E）に関する平均エネルギー値である。従ってa（θ），b（θ）

をある入射角θについてあらかじめ決定しておけば，簡単なK（θ）測定だけで平均エネ

ルギーEを推定することができる。ところが，ここで注意しなければならないのは普通

一般に言われる平均エネルギー＜E＞とは，

…一∬…（・）・・小（・）・・ （3．18）

で定義される量であって，Eではない。れ（0㍉E）はkeVオーダーの中性粒子または

イオン入射に対してほぼ直線的なエネルギー依存性を持つことが知られているから～9

式（3．15）よりEは本来の分布関数N（E）にEの3／2乗の重みを付けた量に関する平均

となる。従ってEは平均エネルギー＜E＞より少し高い値を示す。しかし，二次電子型

検出器の出力電流から入射中性粒子数の効果を除去でき，エミッタ角度（入射角）を変
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えたたった二つの実験データから大まかなエネルギー値を推定できること，また測

定器自体がコンパクトで使い易い等を考慮するとかなり有用な方法である。さらに，エ

ネルギー分布関数の広がりが小さい時にはEは真の平均エネルギー値を与える。また入

射角がO。の場合の他にもう一つのある角度θについての二次電子電流値さえ測定でき

ればよいから，エミッタ電極を回転する必要はなく，同じ形状のエミッタ角度だけ異な

る二次電子型検出器を接近して置き，二つのデータを同時に収集することも可能である。

3．3．2 超高温プフズマのイオン温度測定法

本節では，前節で述べたK（θ）測定による高速中性粒子エネルギー測定法の超高温プ

ラズマイオン温度測定への応用について言及する。

荷電交換中性粒子を金属表面に垂直入射した時の二次電子電流Ie（θ）は式（3．4）より

・（ぴ）r・粒2缶、∫㌃（・1・M，1、叶念）・・

（3．19）

・（1）r・紅岳∫工（1・・）1（…）悔（・）細雨・・

（3．20）

と書ける。Ie（θ）とIe（0。）の比をとると測定の難しい中性原子密度noが消去され，

∫二（1・・）岬㎞（・）㎞・尚・・

K（θ）：

∫、（帆・）㎏（・）㎞・｝・・

（3．21）

となる。式（3．21）の右辺はk（θ，E），7。（0。，E）及びσex（E）のエネルギー依存性

がわかっているとEに関する積分が実行でき，イオン温度Tiのみの関数となる。また，

k（θ，E）のエネルギー依存性から考えて右辺はTiに関する一価関数で，K（θ）の値と
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Tiは1対1の対応を示す。従って二次電子電流の比K（θ）を測定するとイオン温度

Tiを推定することができる。式（3．21）はイオン温度がプラズマ中どの位置でも同じ

均一プラズマの場合の式で，実際のプラズマでのイオン温度はプラズマ中心で高く端付

近で低いから話はもっと複雑になる。このような不均一プラズマにおける詳細な議論は

後の第4章で述べるが，この場合にもK（θ）とTiとは1対1の対応関係を持ち，K（θ）

測定によりイオン温度の情報を得ることができる。

3．4 イオンビームの銅表面での中性化により生成した中性粒子のエネルギー測定

 keVオーダーの中性粒子に対してエミッタヘの入射角θを約50㌧り大きくとれば，

二次電子放出係数万（θ，E）の垂直入射（6：0。）の時の二次電子放出係数r・（げ，E）

に対する比k（θ，E）が入射エネルギニEと直線関係を持つことがわかった。このよ

うな場合には前節で述べたように荷電交換中性粒子のエネルギー代表値を測定するのに

利用することができる。本節ではイオンビームを固体表面に衝突させることにより中性

化し，ある程度エネルギー分布の広がった中性粒子束を生成し，前節で述べた方法でそ

のエネルギーを測定したことについて述べる。つまり，生成した中性粒子束を銅エミッ

タ表面に入射させ，垂直入射時の二次電子電流Ie（0。）に対するある入射角θの時の二

次電子電流Ie（θ）の比（これをK（θ）と書く）を測定し・次式を用いて中性粒千束の

平均エネルギーEを求めた。

E＝（K（θ）一b（θ））／a（θ） （3．16）

ここでa（θ），b（θ）は表3．5の値を利用した。

3．4．1 イオンビームの銅表面での中性化

 本実験のために用意した散乱容器内の電極配置の概略を図37に示す。B PDイオン

源から引出されたイオンビームを輸送電極3・4，円形スリット，リミタ及び銅ター

ゲットに負の高電圧を印加してターゲットに衝突させる。夕一ケットに衝突するイオン

ビームの直径は円形スリットの大きさを変えることによって調節できるが，ここで

は散乱容器に溶接したポートの位置及び方向の誤差を考えて，できるだけ多くの中性粒

子東を測定ポートから取り出すことができるよう大き員の穴（直径3㎝）にした。この

場合夕一ケットに衝突するイオンビームの全粒子束はHダの場合1013atoms／s，A“の
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場合ユ014atoms／sのオーダーとなった。夕一ケットは厚さエmの銅板とし，イオンビー

ムのターケットヘの入射角は67．5。に固定した。また本実験にはA〆とHまを用いた。

排気系

イオン輸送電極

イオンビーム

1石 、

銅ターゲット

リミタ電極

較正ポート

向電極対

円形スリット

測定ポ、ト＼

図3．7 イオンビームの銅表面での中性化の実験

    装置概略

銅表面で電子を得て中性化し生じたAr。あるいはHe0はいろいろな方向に散乱される。

従って図のようにリミタに直径2㎝の穴を設け，ターゲット表面から約67．5。で飛び出

した粒子のみを選択し，測定ポートから取り出す構造とした。リミタの出口孔の背後に

は，偏向電極対を設けてターゲットから散乱されてくる荷電粒子（反射イオン，二次電

子）を静電偏向で除去した。このような構造で，2keV～7keVのA〆あるいはH8を

用いて，二次電子電流にして数100pA程度の直径3mのAroあるいはHe。を得ること

ができた。
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3．4．2 二次電子型エネルギー測定器によるエネルギー測定

 生成した中性粒子束のエネルギー測定のために，直径工4cmの小型散乱容器の中に図3．

8にその概略を示す電極群を設置し，大型散乱容器の測定ポートに接続した。中性粒子

の入口スリットは直径3mの円形で，コレクタの入口孔の直径はそれより少し大きい5

㎜とした。従って図3．7の散乱容器の測定ポートから出た生成中性粒子束は直径3mに

帷粒子1κ
  エミッタ電極

／コレクタ電極

θ

スリット

   ・50V
      工

A le

図3．8 二次電子型エネルギー測定器の概略

絞られてエミッタをたたき二次電子を出す。コレクタに印加した電圧は十50Vで，二次

電子電流はエミッタに接続した微少電流言十で読んだ。この小型散乱容器にも蓋の中央に

真空回転導入機を取り付けエミッタを回転し，入射角を調整した。

 結果を図3．91a）lb〕に示す。la〕がH～の場合で，lb）がAr。の場合である。共に横軸は

ターゲットに入射するイオンのエネルギーで2keVから7keVまで変化しれ 縦軸が図

3，8の電極構成で測定したK（θ）から式（3．16）を用いて得た平均エネルギーEであ乱

ただしθについてはAr。の場合70，He。の場合80。として表3．5のalθ〕，b㈹を用いた。

二次電子電流の測定誤差及び入射角設定誤差さらに現象のばらっきを考えて，＿つのイ

オンエネルギーEiに対して5回以上のK（θ）測定を行い，それぞれから計算されるE

値の存在範囲をエラーバーで示した。両区共破線がEiとEが等しい場合を示すから，金

属表面での中性化によって生成’される中性粒子は，金属との衝突によりかなりエネル

ギーを失っていることがわかる。最低20％～30％のエネルギー損失が見積られる。
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図3．9 生成中性粒子のエネルギーと入射

イオンエネルギー（Ei）との関係。

la〕Hg，lb）Ar
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3．5 ガスストリッピング型分析器の分析結果との比較

二次電子型測定器による結果（図3．91a〕，lb〕）と比較する目的で，従来この程度のエ

ネルギー領域の中性粒子のエネルギー分析に用いられるガスストリッピング型分析器

を製作し，同じく生成された中性粒子のエネルギー分析を行った。

3．5．1 ガスストリッピング型エネルギー分析器の構成

因3．10に製作したガスストリッピング型中性粒子エネルギー分析器の概略を示す。

中性粒子

ガス注入

ガス’セル

静電型分析器

へ二ｺ器
＼ト
        金属メッシュ・
G・ス線クグリツド

q卜㌫暮
図3．工0 ガスストリッピング型中性粒子エネルギー

    分析器

これらはガスセルを除いて，二次電子型測定器として用いた小型散乱容器の中に収納

し，ガスセルはこの容器の入口ポートと大型散乱容器の測定ポートとの間に入れた内

径34mm，長さ13cmのステンレス円管中にガスを注入するものとし，両側に直径3mm（大型

散乱容器側）と直径4mm（小型散乱容器側）の円形スリットを設け，大型散乱容器及び

小型散乱容器との圧力差を保った。

 一般にガスストリッピング型分析器は，ガスストリッピングセル，静電型ある

いは磁界型イオンエネルギー分析部，イオン検出部の三つの部分から成る。ガスセ

ルの中に注入するガスの種類は普通ストリッピング効率を考えて選ぶが，ここでは一応

入射中性粒子と同種のガスとし，そのガス圧はHeの場合5×工r3Torr・Arの場合5x

 ■410 Torrに設定し，入射中性粒子の一部をイオン化した。Heの万がAζより10倍も多

くガスを注入したのは，Heの場合のストリッピング効率がArの場合よりかなり小さい

（～1／50）からである。ガスセルにガスを注入すると（大型）散乱容器内及び分析
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器内の真空度が悪くなる。そこでそれぞれを．独自に真空ポンプで排気しており，イオン

輸送部の真空度Pt・散乱容器内真空度Ps，分析器内の真空度Pa及び一ガスセルのガ

ス圧肇の関係を図3・111a〕・lb）に示す。lalはイオン源の放電室に注入するガス量を変化

（L
し
◎

←
）  ・5山10
f
山

。 Pg

△P。

口Pa

@ 評      ！o

    ！
廿一・          ・［ド・0一

     10・6      10．      10‘

              R（Torr）

  （         （o）
   』   L
   ◎
   じ
        ◎P一
   坐
        △P。
   山05 ．P．

    1δ6
      1σ6    10’5    10－4    10．3

              弓（T◎rr）

              （b）

図3．1王差動排気特性

   Pg：ガスセルのガス圧・Ps：散乱容器内の真空度・

   Pa：易析器内の真空度， Pt lイオン輸送部の真空度。

した場合で，ガスセルにはガスを入れていない。またlb〕は，ガスセルにのみガスを

                                 一5注入した場合である。実験中のそれぞれの真空度はArの場合，Pt二5×10Torr，

ps＝1．3x10－5Torr及びPa＝6，7x工r伍Torrとなり，分析器内は10－6Torr台に保

たれていることがわかる（Pg＝5×10－Torr）。

 さらに，ガスセル中で生じたイオンを45。入射型平行平板静電分析器に入れ，一方の

平板を接地しもう一方の平板に印加する電圧を変化させて分析する。二枚の平板の間隔
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は2．4cmとし，イオンの入口孔と出口孔は直径が共に6㎜で間隔を8㎝にした。従って

このイオン分析器の印加電圧Vpと分析イオンエネルギーEの関係及びエネルギー分解

                           30
能はそれぞれ・Vp筥0・6E・4E／E二10・15と計算され孔  分析されたイオンの検

                                     3刀
出には木村等によって改良・小型化されたシンチレーション型のものを製作した。

ステンレス製の二枚のメッシュグリッドG1（透過率60％），G。（透過率80％）にそれ

ぞれ，He＋の場合一10kV＋50V，一10kV（A汁の場合一gkV＋50V，一g kV）を印加

し，入射イオンをメッシュとの衝突で電子に変換し，それを接地電位のメッシュをはり

付けたシンチレータヘ向って加速しシンチレータを発光させ，光電子増倍菅で受けて電

流として出力する。シンチレータには少量のKNO。を加えたKC1結晶を使った。ガス

セルでイオン化されなかった中性粒子は，静電笏析器を直進して普通の二次電子型検

出器で測定する。

 ガスセルの中性粒子イオン変換効率，静電分析器の透過率及び検出器効率などはす

べて入射エネルギーに依存する。従って静電分析器の平板に印加する電圧を変化させ

て測定した検出器の出力電流の特性は，入射中性粒子のエネルギー分布そのものではな

く，これらのエネルギー依存性の関数を乗じた形のものである。よって測定した特性

から真のエネルギー分布を求めるためには．分析器全体としての入射エネルギーに対

する性質を十分知っておく必要がある。そこでまず，既知エネルギーの中性粒子ビーム

で本分析器を較正する実験を行った。

3．5．2 中性粒子ビームによるガスストリッピング型分析器の較正

 図3．7の散乱容器の較正ポートにガスストリッピング型分析器を接続し，夕一ケッ

トを移動，イオン輸送電極3．4，円形スリット及びリミタを接地することにより，イオン

輸送部で生成した中性粒子ビームをリミタの穴を通して分析器に．導いた。そして既知

エネルギーの中性粒子ビームを分析する実験を行った。Hざ及びAroに対する結果が図

3，12にある（（a）H～・lb）A！）。横軸は静電分析器の一方に印加した電圧Vpで・縦軸

が検出器の出力電流。これらは入射中性粒子ビームエネルギーを1keVIから5keVま

で変化させて得た結果である。それぞれの曲線の大きなピークがVpとエネルギーEと

の関係（Vp＝0．6E）から考えて入射粒子ビームに相当する。ピークの大きさがまち

まちなのは入射したビームの粒子束がエネルギーによって違うからである。また大きな

ピークの低エネルギー側の丁度半分のVpに対応する位置に小さなピークがすべての場
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合に現われる。これはガスセルの中で二価にイオン化した粒子によるピークである。

さらに，同図の曲線の大きなピ．クに対応するVpの値と入射中性粒子ビームエネルギー

トle

EF1・5k・V2

2．5 3

3，5  4．5

5

、
、

、一一

、

 2     3
Vp（kV）

（o）

Ar
4

    3      5
2

Ei・lkeV

O   2     3

Vp（kV）

         （b）

図3．12 ガスストリッピング型分析器による

    中性粒子ビームの分析

   （a〕He，lb〕Ar
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Eの関係をプロットしたのが図3．13である。

5

（4
＞
皇

）3
山

 2

o Ar

○トle

O
       0     1     2     3

                   Vp（W）

        図3．13 中性粒子ビームエネルギ■E〕とVpの関係

○と口はそれぞれH～，Ar0の場合である。実線は本静電分析器の寸法から計算される

EとVpの関係（Vp＝0・6E）で・実験値はこの直線に一致す乱また・分析曲線（図

3．12）のピークの半値幅∠E二％と入射エネルギーEの関係を図3，14に示す。測定点O，口

α6

（α5そ
さ
立α4
「

  α3

α2

O．1 ／
！
！
！
！

。8

！
〃
！
！

 ！’◎
’

   イ0     1

、イ
ダ

！

！
！
〃
！

／1@ ・Ar
！      Oト1e

            E（keV）

図3．14 中性粒子ビームエネルギーlE）と∠E％の関係
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は図3．13と同じ。本分析器の設計値は∠E／E＝0．15であるから，∠E％÷∠E／2かつ入

射粒子ビームのエネルギー幅がそのエネルギーによって変．わらないと仮定すると，測定

点は傾きが0ユ5／2二0，075の直線上にあるべきである。実線と破線が∠E％＝0，075E＋

0J5keV，∠E％＝0，075E＋O．1keVの直線を表わし，Ar。の場合は実線に，He。の場合

は破線に近い値を示す。この直線を低エネルギー側に延長した時の∠E％軸との切片の

値が，入射中性粒子のエネルギー広がりの半値幅を与えることは明らかである。従って

本B P D中性粒子源から引出される中性粒子ビームは，100eV～150eV程度のエネル

ギー半値幅を有することがわかる。中性化される前のイオンビームは，中性化の際の散

乱を考えると，これよりもさらに小さいエネルギー半値幅を持つと予想される。

1．O

o
①

、

一α5 o He

ムAr

0     2 4     6

    E（keV）

図3．15 ガスセルの通過効率（Ie／1e。）と入射

    中性粒子ビームエネルギー（E〕との関係

 さて図3．工5は入射中性粒子のガスセルにおける通過効率と入射エネルギーの関係を示

す。Ie。はガスセールにガスを入れない時の静電分析器の背後の二次電子型検出器の出

力電流で，Ieは3．5．1節で述べたガスを入れた時の電流であるから，1e／Ie。はガスセ

ル中の入射粒子の通過効率を示す。ここで中性粒子一イオン交換効率が数％以下であ
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ることを考慮すると，ガスセル中の粒子損失はほとんどガス分子との弾性衝突による

散乱のためと考えられる。図よりArεH鋲Eが2keV以下で通過効率が減少し始める。

Heoの方が粒子損失が大きいのはガスセルのガス圧を高くしたからである。

イオン検出器の光電子増倍管の出力電流Ioutは印加電圧Vphと共に指数関数的に増大

する。本実験ではHeoの場合Vph：1．1kV・Ar〔の場合Vph呈1kVとHe皿の方を増倍

率を上げるように設定した。

 以上の分析器各部の入射エネルギー依存性を知り，最終的に得る分析器全体としての

入射エネルギーに対する特性を図3．16に示す。縦軸はイオン検出器の出力電流Ioutを分

析器へ入射した中性粒子東の等価電流（粒子束¢。にeを乗じた量）で割った量である。

入射エネルギーが3keV程度以下ではIout／e¢。が急激に減少し・検出効率がかなり悪

102
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俗
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醐6ｪ繰ニニニング型
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       E （keV）

5  6

くな乱従ってこの分析器を2keV以下の低エネルギー中性粒子の分析に利用する場合

には，誤差の増大のため十分注意して結果を吟味しなければならないことがわかる。．
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3．5．3 イオンビームの銅表面での中性化により生成した中性粒子のエネルギー分析

 前節で較正したガスストリッピング型分析器を今度は散乱容器9測定ポートに接

続し，イオンビームの銅表面での中性化によって生成した中性粒子の分析を行った。

図3，171a），lb〕がその結果で，当然これは図3．16で較正済みであるαa）：He，lb〕：Ar）。

縦軸は単位時間に分析器に入射する中性粒子の数であり，これらの分布は真の意味での

エネルギー分布に粒子速度vの重みをつけた分布を示す。パラメータEiはターゲットに
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図3．17生成中性粒子のエネルギー分布

    1a〕He，lblAr。
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衝突するイオンのエネルギー。Arの場合，すべてのエネルギー分布に二つのピークが存

在するが，低エネルギー側のピークは図3，16による較正の際に生じたもので，測定され

たイオン検出器の出力電流がノイズレベルに近いため信ぴょう性に欠ける。同様に，分

布の低エネルギー側特に2keV以下のところは図3．16のように分析器の分析率が悪くなる

から，誤差は非常に大きいと思われる。しかしこの二つの結果から，イオンビームの金

属表面での中性化によって生成した中性粒子のエネルギーは，入射イオンエネルギーに

比べて小さく，かっかなり広がった分布を持っと言える。このような傾向は5keVの水

素原子ビームを金表面に垂直に衝突させた同様のEckstein等の実験による結果にも現わ

    翻れている。，彼等は本実験結果に比べてもっと広いエネルギー分布を得ているが・こ

れには本実験における結果が低エネルギー側で信ぴょう性に欠けることによる誤差も考

えられるが，しかし入射角（67．5うの違いも忘れてはならない。というのはななめ入射

程エネルギー損失が小さくなると考えられるカ）らである。また入射粒子の種類の違いも

ある。本実験においてはイオン検出器の出力電流を直流の電流計で観測する方法を採っ

たが，さらにエネルギー分布の詳細を議論するにはパルスカウンティングの技術を導

入する必要がある。しかし，本実験は本研究で提案する新しいエネルギー分析法による

結果との比較が目的であるので，これ以上追求しなかった。

3．5．4 こ次電子型測定器による結果との比較

 図3，1aa〕，同が，前節のガスストリッピング型分析器で得た結果と3．4．2節で述べ

た二次電子測定による方法での結果を比較したものである。3．4．2節でも説明したよう

に・横軸がターゲットに入射するイオンのエネルギーEi，縦軸は生成中性粒子の平均エ

ネルギーである。ここで二次電子型で測定できる平均エネルギー豆は，普通の意味の平

均エネルギー〈E〉ではなくて，粒子束vdE）に二次電子放出係数r（Oo・E）を乗じた

量に関する平均エネルギーであるので，これと比較するため次のような方法でガスス

トリッピング型分析器による結果図3．17を平均化した。図3．17は粒子束に関する分布であ

るので，これに第2章2．4．2節の予備実験で得たγ十｛E〕を乗じて数値積分を実行して豆

を算出した。それを○印で示す。図中△印は図3．17から求められる普通の意味での平均

エネルギー＜E〉をプロットしたもので，互に比べて10％位小さな値を示す。ガスス

トリッピング分析器による結果（O印）と二次電子測定による結果1I〕を比較すると，

少し後者が大きいが全体としてよく似た傾向を示す。普通の平均エネルギー（△印）と
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比較しても，二次電子型測定器による結果との違いは30％以内であった。
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図3．18 エネルギー測定結果の比較

  1a〕He，lb）Ar
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3．6 二次竜子型測定器の測定可能エネルギー龍囲・測定精度と

    それらへの測定条件の影響

3．6．1 エネルギーの上限・下限・精度

二次電子型測定器で求められるエネルギーは，普通の意味の平均エネルギー〈E〉で

はなくて，E3／2の重みのついた分布関数に関する平均である。今簡単に図3．19に示すよ

うな矩形のエネルギー分布関数を仮定すると，真の平均エネルギー〈E〉に対する測定エ

N（E） 図3．19矩形エネルギー分布関数

SE・1…一一一…一一一一

δE

0    Eo  E

ネルギーの誤差の大きさを評価することができる。図のような分布関数の真の平均エネ
                     1
ルギーは，式（3．18）より簡単に（E〉＝E。十万δEであることがわかる。一方，二次

電子型測定器による測定エネルギーEは・二次電子放出係数㌔（0？E）が数keVオー

ダーの中性粒子入射に対して入射エネルギーに直線的依存性をもつことを考慮する，つ

まり売（03E）ミA（E／Ec－1）とおくと，鋤式（3．17）より

  rE＾（E／E・一1）N⑭dE
亘…

   ∫rπ（E／E・一）NlE）dE
（3．22）

と表わすことができる。ここでEcは500eV程度のエネルギーで，E：5keVとすると

E／Ec÷10となり，この程度以上のエネルギーEに対してE／Ec－1勺E／E．cと考えて

も大きな誤差はない。すると図3，19のような矩形分布の場合には

一5 （1・・）び2－1
E＝一E．
  7 （1・・）1／1一

  δE
x＝一     （3．23）
  E。
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となり，真の平均エネルギー〈E＞に対する相対誤差（E一＜E〉）／＜E＞・をx（＝

δE／E。）に対して図に表わすと図3．20となる。図よりエネルギー分布の幅が大きい程

 1

α43．一一・… ．．一一・‘一

  1δ1

竈

美

り
I

I巴1δ2

  16

   10－1  1  て0 」lC2  103
               δE／Eo

図3．20測定エネルギーlE〕の平均エネルギー（〈E》からのずれ

測定エネルギーEの真のエネルギー＜E〉からのずれは大きくなるが，誤差は飽和の傾

向にあり，相対誤差はx→o。の時の値0．43に近づいていくことがわかる。

 中性粒子エネルギー測定のための本方法の原理的な分解能∠E／Eは，上記真の平均エ

ネルギーからのずれを考えない場合（δE／Eo→0）には入射中性粒子束の空間的発散

角によって決まる。今発散角をdθとすると二次電子型測定器のエミッタ電極は入射粒

        ユ        1
子に対して（θ． 怩сﾆ）と（θ十τdθ）の間の入射角を持つ。二次電子放出係数の

入射角依存性を考えると，垂直入射（θ＝0つとした場合の入射角の少々のずれは二次

電子電流1Ie（のにほとんど影響しないから，分解能∠E／Eは．k（θ，E）のθ及び

E依存性から見積ることができる。図3．3においてθ＝80。とすると分解能はおおよそ

．∠E／E亀0．0144dθ／（0，336＋0．0144dθ）と考えることができる。 これはdθ＝5。

としても∠E／E＜0．18であり，測定器の前に数枚のスリットをおくことにより どんな

場合でもdθをこれより小さくすることは可能である。従って原理的にはこの二次電子

型測定器の分解能は入射粒子のエネルギー分布の広がりによる真の平均エネルギーから

のずれによってきまることがわかる。つまり，43％以内の精度で入射中性粒子の平均工

                  一56一



ネルギーを測定できると言え乱

 本方法は垂直入射の場合の二次電子放出係数に対するある角度θの場合の二次電子放

出係数の比k（θ，E） （…㌔（θ，E）／．γ。（0『E））のエネルギー依存性を用いるか

ら，エネルギーEが十分大きくてk（θ，E）がsecθ則に従うようになると分解能がな

くなる。従ってこの方法の測定可能エネルギーの上限はk（θ，E）がsecθ則に合い始

めるエネルギー軋hによってきまる。しかし3．2．2節の図3．4からEthは入射角θによ

って大きく変化する。同図より耳hはArの場合θ＝70。で～15keV・Heの場合はθ＝80。

で～13keVであるから，θをもう少し大きくすることによって20keVぐらいまでは測定

可能な上限を増すことができるであろう。一見θをさらに90。に近づければもっと高い

エネルギーまで測定できそうであるが，θが90。に近づくと入射中性粒子の表面での反

射が大きくなり，かえって二次電子電流が下がるため限界がある。一方，測定可能エネ

ルギーの下限はk（θ，E）のエネルギーに対する変化割合とKω測定の精度に関係して

いる。本実験におけるKω測定に対してはHeの場合平均10％程度の違いが数回の実験

によって確認された。従って図3．9のエラーバーで示したように測定エネルギー値に平

均300eVぐらいの誤差が出る。もしファクター2までの誤差を許す場合には，測定可能

エネルギーの下限は300eVと見積ることができる。しかし，Klθ〕及びk（θ，E）測定の

精度が上がればもっと低いエネルギーでも測定が可能となるだろう。

3．6．2 入射粒子強度及び真空度の膨讐

 一般に二次電子放出現象は表面条件・周囲の環境に非常に敏感であると言われている。

そこでk（θ，E）のこれらへの依存性を中性粒子のエネルギー測定の応用の見地から評

価した。実際に中性粒子のエネルギーを測定する場合には中性粒子の強度や測定時の周

囲の真空度はさまざまである。

 そこで入射中性粒子強度と散乱容器内の真空度を変化してk（θ，E）の変化の様子を

観測した。図3．21はk（θ，E）へのHe中性粒子束強度の影響1a〕及び周囲の真空度の影

響b〕を測定した結果である。θは80。とした。la〕の入射中性粒子強度の影響の結果にお

いては，横軸の粒子東強度は銅表面に垂直入射した時の二次電子電流Ieで表わし，0．5

nAから30nAまで変化した。 またlb〕の周囲の真空度は，散乱容器に少しHeガスを注入

することによって5xユび6TorrからユポTorrまで調節し実験を行。た。注入ガスの種

類を変えた測定は行わなかったが・これはプラズマ診断への応用においてエミッタ表
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図3，2ユ k（θ，E）への入射中

   性粒子束強度1a）及び周囲

   真空劇b〕の影響

面付近のバックグランドの空気圧（～10－6Torr）より少し高い不純物ガスはほとんどの

場合入射中性粒子と同種であるからである。両区共，パラメータは入射エネルギーであ

る。結集としてk（80。，E）の値は，これら入射粒子強度及び真空度に依存せず，ほぼ

一定であった。従って中性粒子のエネルギー測定を行う場合，これらの条件は考慮しな

くてよいことがわかる。

 図3．22は入射中性粒子ビームエネルギーを4keVに固定してエミッタに当て続け、

エミッタヘの入射角θを0。，80言0。，80言0。，80？…………と交互に変化させながら約

1時間k（80：E）の変化を観測した結果を示す。二次電子電流が約1nAとなるよ

う入射粒子束を制限して実験を行った。時々測定を中断し（その時間を図中r．t．で表わ

す。）・以後の変化も観測した。
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図よりしばらく測定を中断した後でもk（80：E）は中断前の値と変わらず，また約60

分経過してもランダムなばらつき以外の変化は見られないことがわかる。

3．6．3 エミッタ表面の粗さ・温度の影響

二次電子放出現象に固体表面の粗さ及び温度も大きな影響を与え乱そこでこれらの

k（θ，E）への影響も考察した。

 本実験においては二次電子を放出するエミッタとして市販の銅板を金属研摩剤ピカー

ルで研摩し，アセトンで十分洗浄したものを用いている。表面の粗さの影響を調べるた

めこの銅板を種々の粗さのエメリー紙で擦り粗くして実験に用いた。結果を図3．23に示

す。Aroを入射し， k（70：E）のエネルギーE依存性の変化を観測した。粗さの程度

は4種類変えて行ったが，O，△，口，○はそれぞれピカール研摩，1，000番エメリー

紙研摩，600番エメリー紙研摩，150番エメリー紙研摩の場合で，順に粗くなる。図か

らわかるようにk（70？E）は表面の粗さに関係し粗くなる程小さくなる，すなわち二

次電子放出係数の入射角への依存が少なくなる。3．2－1節で述べたStemg1assの理論か

ら推測される二次電子放出係数の入射角依存性は，固体中で生じた二次電子が表面まで

到達するのに走る距離に関係している。すなわち，ななめ入射程その距離が小さく，そ

の途中で失われる電子も少ない。ところが，表面が粗くなると同じ深さの点で発生した

二次電子であっても走る距離にばらつきが生じ，入射角依存性がぼやけてくる。これは

粗くなる程顕著で，極端な場合にはまったく入射角によって変わらないことも有り得る。
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図3．23 k（θ，E）一へのエミッタ表面

   粗さの影響

   ○：ピカール研摩
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   口：600番エメリー紙研摩
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      E （keV）

おそらく以上の理由で粗くなる程k（70＝E）が小さくなるのであろう。しかし，ピカー

ル研摩の場合と1000番エメリー紙研摩の場合にはほとんど変化がなかった。従ってこ

の程度の細かさに表面を仕上げることによって安定なk（θ，E）及びK16測定が可能

であると思われる。また中性粒子照射によるスパッタリングが原因した表面の荒れは，

入射粒子束を小さくすることによってかなり長時間押えることができるだろう。

                            一6 さて・本実験におけるようなエミッタ表面周辺の真空度（～10Ton）では・二次電

子放出係数r。（0，E）はエミッタ表面温度に対し負の依存性を持っている。つまり，

温度を上げるとヶ。（0，E）が小さくなる。これは一般に温度上昇による表面吸着ガス

の減少によるものと理解されている。そこでk（θ，E）がエミッタ温度に依存するか

どうかも調べた。実験には背面にニクロム線ヒータを取り付けた銅エミッタを用い，ヒ

ータに流す電流を調節して温度を制御した。CA熱電対で測定したエミッタ表面温度と

ヒータ電流；hの関係を図3．24に示す。Ih：8Aでエミッタ表面を50びC以上に加熱する

ことができる。エミッタ温度はヒータ電流を急に上げても徐々にしか上がらないから，

ヒータ電流設定後約15分してエミッタ温度がほぼ一定になった時の値を読んだ。従って

以後の測定においてもユ5分のエミッタ温度上昇時間を考慮した。また通常二次電子電流

はエミッタに接続したメータで測定しているため，ヒータを加熱するとそれからの熱電
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子による電流も同時に測定することにな乱そこ．で必ず中性粒子を照射した時のエミッ

500

図3．24 エミッタ表面温度と

   ヒータ電流（Ih）の

   関係

 400

（
ど

← 300
幽

鮨

杯

ら200
〃
H

100

0   2   4   6   8

         Ih（A）

ツタ電流と照射しない時のエミッタ電流の二つを測定し，その差として中性粒子衝突に

よる二次電子電流を決定した。しかし，ヒータ電流が5A程度になると熱電子による電

流が急増し二次電子電流の値を越えて大きくなるので，エミッタ温度にして40ぴC以上では

測定しなかった。二次電子電流及びk（θ，E）の温度依存性の測定結果を図3．25に

示す。実験にはAroを用い，垂直入射（θ＝0うの時の二次電子電流Le（0うとθ目70。

とした時のk（70？E）の温度による変化を観測した。図中，実線がk（70。，E）で破線

Ieを表わし，共に縦軸は室温（20c－C）の時の値を1と規格化して示した。また，入射

Ar。のエネルギーを2keVから5keVまで変えて測定した。図よりk（70。，E）も温度

上昇と共に減る傾向にあることがわかるが，Ieの変化程大きくない。 k（θ，E） は

二次電子放出係数ro（θ，E）とη（0。，E）の比と定義されているから，比をと

ることによってηの温度依存性がある程度相殺されたようである。

 k（θ，E）の中性粒子エネルギー測定への応用の観点からは，完全に相殺されて
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図3．25k（θ，E）及びIe（0う

   へのエミッタ表面温度の．

   影響
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    エミッタ温度（。C）

温度依存性を持たないことが望ましいが，測定器が20ぴC，30びCといった高温の環境

に置かれることはまずないと考えられる。10ぴCまでの温度に限ると変化は5％以内と

非常に小さく，おそらく測定のぱらつきの範囲内に入ってしまうと思われる。また測定

の際の中性粒子衝撃による温度上昇については，入射粒子東が小さい場合には問題とな

らないし，粒子束が大きい場合にもそれを小さくすることは難しくない。
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3・．7 超高温プラズマのイオン温度測定への応用

              一均一プラズマの場合一

 本節では，本研究の主題である超高温プラズマの荷電交換中性粒子計測にk（’θ・E）の

入射エネルギー依存性を利用する可能性について検討する。実際に発生するプラズマの

不均一さを考慮した詳細の議論は次章に譲ることとして，ここでは場所的に均一分布し

たHeプラズマから放出されるHe中性粒子のエネルギー測定を考える。

 荷電交換中性粒子を金属表面に直接衝突させた場合，入射角θで入射した時の二次電

子電流1elθ）と垂直入射時の二次電子電流1e（0弓の比K㈹は，プラズマ中のイオンが温度Ti

のマクスウェル・一エネルギー分布をしていると」すると，k（θ，E）を使って式（3．2i）

のように表わすことができる。

   r・（・・）乃（…）1・・1・〕…叶。、㌔う・・

Klθト
     r1（…）1・・1・）・…（由）・・

（3．21）

ここでσex lE〕は荷電交換衝突断面積。式（3．21）の右辺は・k（θ・E）・れ（0㍉E）・

σex（E〕のエネルギー依存性がわかっている場合には，積分が実行できTiとθのみの関

数となり，ある角度θについてK（θ〕を測定すると逆にイオン温度Tiが推定できる。

本節では，Klθ1がTiにどれくらい依存するのかを知るために，Heプラズマを想定し

3．2．2節の図3．3よりk（θ，E）を

舳・）一1111：8E＋’’53 E≦5．34keV

E≧5．34keV

・（・・1・）一／11112E＋’’5’ E≦7．34keV

E≧7．34keV
（3．24）

・（・・1・）一／：l116E＋1．5’ E≦12．65keV

E≧12．65keV

と仮定して・K（60。），K（パ），K（80。）．とプラズマイオン温度丁…の関係を算出
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した。高速のHe＋と低速He。の間の共鳴的荷電交換衝突断面積σex lE〕は何人かの研究者

によって実験的に決定されているが，こ乙では本計算で必要とする幅広いエネルギー範

囲（100eV～100keV）でデータを出したSmimov等の結果を用いることとした。3靱

二次電子放出係数のエネルギー依存性に関しては，第2章図2，161b〕の実線旧e。一Cu

：Hayden前。a1。）と点線（ArifovによるHe＋rMoのデータを1keVHe＋一Cuの

Hayden et．a1。のデータで規格化）の組み合わせを用いた。結果を図3．26に示す。

イオン温度Tiについては1OOeVから10keVまでの変化に限った。Klθ〕は，θ＝60の’

5

θ＝80．

4

（一9
x3

2

70。

60’

一図3．26 Heプラズマのイオン温

度（Ti）とKlθ〕の関係

    O．1      1      10
           Ti（keV）

場合にはTiが変わってもほとんど変化しないが，θを大きくするとTiに対するK（θ〕

の変化量が大きくなり，特にθ＝80に設定するとイオン温度が約1keVを越すと急増

加することがわかる。従ってKlθ）の測定誤差を10％程度に押えることができるなら，数

100eVから10keVまで．のイオン温度を30％以内の誤差で推定できることになる。

3．8 水素原子入射による二次電子放出係数の入射エネルギー及び入射角依存性

 前節では，Heプラズマの荷電交換中性粒子計測を想定した簡単な計算を行い，イオン

温度と測定される二次電子電流の比Klのの関係を導出した。しかし，現在の超高温プラ
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スマ生成，閉じ込めの研究は水素プラズマによって行われている。従って本研究で提案

するイオン温度測定法のそれへの応用を議論するには水素プラズマを想定した検討が不

可欠である。水素プラズマから放出される荷電交換中性粒子は水素原子であるから，こ

                                ○の目的のためには水素原子衝突による銅表面の．k（θ，E）伏射角θ＝0で衝突した時の

二次電子放出係数に対するある入射角θで衝突した時の二次電子放出係数の比）を知ら

ねばならない。そこで本節ではそのための実験装置の構成及び実験方法をまず述べ，後に

水素原子によるk（θ，E）の測定結果を示す。このk（θ，E）を用いた水素プラズマのイ

オン温度測定への本方法の議論は次章に譲る。

3．8．1 B P Dイオン源からの水素原子イオンビームの選別

 これまで，本研究の実験はAr。あるいはHe。を用いて行ってきた。それはAr及びHe

が単原子分子で本研究で製作したBPD型中性粒子源から取り出せる中性粒子としてそ

れぞれAr。，He。しか存在しないと考えられるので，質量選別せずに用いることができ

るからである。ところが，水素ガスをイオン源の放電室に注入して得られるイオンビー

ムは，水素原子イオンビーム（H＋）だけでなく，水素分子イオン（H・十，H・ト等）も含

まれる。従って水素原子甘，水素分子（氏0，砥）の混じった形の中性粒子ビームが

本中性粒子源から引出されることになる。そこで水素原子ビームのみを得るためには，

イオン源から引出されるイオンビームの中から水素原子イオンビームのみを選別し，低

圧ガス室（ガスセル）を通過させ中性化する少々複雑な方法を用いなければならない。

 一般にイオンビームの質量選別には磁界偏向を利用するのが普通であるが，これには

電磁石によるものと永久磁石によるものがある。電磁石によるイオンビームの質量選別

は，電磁石の励磁電流を調節することによってギャップ間の磁界強度を変化できるので，

出射角一定ですべての質量のイオンの選別を行うことができる。しかし，選別能力を増

すために大きな磁界を得ようとすると，電磁石はその構造上どうしても大きくかっ重く

なる。一方，永久磁石による質量選別は，磁界を変化することが難しいため，磁場と垂

                                   34
直方向に電界を加えていわゆるウィーンフィルタの形で利用することが多い。 この場

合には電磁石と違って非常にコンパクトとなるため真空容器の中に入れてしまうことが

できる。本研究に用いているBPDイオン源は負の高電圧空間にイオンビームを引出す

構造となっているため，イオンビームを磁界偏向するには磁石も同電位に浮かさねば

ならない。従って真空容器の中に入れてしまうことが簡単な永久磁石を使うこととした。
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製作した磁界偏向装置を図3．27（a）にその寸法と共に示す。永久磁石には希土類コバ

Y

 （cm）

（o）

o
）20000

一3・2－1012    －2－10123
     X‘oπ、〕            ・    Y ‘oIrn，

         （b）

図3．27磁界偏向装置1a〕とその磁界強度分布1b〕

ルト磁石を用い，図に斜線を施したような3㎝x3㎝×1cmの角形のもの2個とし，残

りの磁気回路は軟鉄で構成した。2つの磁石のギャップに作られる磁界強度分布を同図

1b〕に示す（X，Yの位置は（a〕にある）。最大磁場は4000ガウスで，磁石中心からXまたは

Y方向へ5㎝離れた位置での漏れ磁場は10ガウス以下であ孔

               排気系

リミタ電極

イオンビーム・一．一r

磁石

    ノ

N」／へ

図3．28

 水素イオンビームの

 質量分析の実験装置

イオン検出器
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 まず，イオン輸送電極，リミタ及びこの磁界偏向装置にイオン引出し電圧と同じ負の

高電圧を印加しイオンビームを散乱容器内に導き，図3．28に概略を示す構成でBPDイオ

ン源から引出された水素イオンビームの質量分析を行った。イオン検出器は幅1㎝のア

ルミニウム板とし，それに接続した電流計でイオン電流（厳密にはイオン電流と二次電

子電流の和）を読んだ。また検出器を図のように回転して電流変化を観測し，質量スペク

トルを得た。結果が図3．29にある。横軸は測定された偏向角から簡単な磁界偏向の式を

Hξ

to
Ei・2kgV

0．5

 “

g・｝
X1O

5
0 へ
ω 20 10 43 2  1 M／e

0．5
3keV

X1O

O
ω 20 10 5 4 32  1 M／e

1．O

α5
4keV

XlO
4

0
ω 2010 5 3 2  1 Mん

1P

α5
5keV

X5

へ∩

0ω 201054321  舳

図3．29 BPDイオン源から引出した

    水素イオンビームの質量スペ

    クトル

用いて計算されるM／e〔a．m，u．、ん。uIomb〕である。これらはイオンエネルギーが

2keV，3keV，4keV，5keVの4つの場合の質量スペクトルで，M／eの値が無

限大の所のピークは磁場によって偏向されない中性粒子を示す。図より本B P Dイオン

源において得られるビーム成分で最も多いのがH3＋で，次いでH。十，H＋の順に少なく

なる。とくにH＋のピークはユ0倍あるいは5倍して描いてあるからH＋は非常に少ない。

この傾向はイオンエネルギーを変化させても変わらない。またそれぞれのピーク

の幅がかなり広いのは，検出器の幅を大きくしたためでその幅から計算されるものと一

致する。とにかく，本B P Dイオン源の通常の動作状態で少量ではあるがH＋を引出せ

ることが確認された。
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乱 8．2水素原子ビームの生成とそれによる k（θ，E）の測定

水素原子ビームによるk（θ，E）測定のための実験装置の概略図を図3．30に示す。

排気系

リミタ電極

磁石一

  0
 H1．3    ・一一r

H＋H芸鴫  一一一
H』
H“

    ガス池ル
財
静電偏向板

Ho

9

エミッタ電極

コレクタ電極

                 排気系

図3．30 げ入射によるk（θ，E）測定の実験装置

磁界偏向装置を散乱容器の中央に置き，入射するイオンビームを偏向・質量選別し，H＋

のみをガスセル（～10＾3TOrr）に導き中性化する。中性化したもの（H0）は小型

散乱容器に直径5㎜の円形スリッ1で絞って入れ，回転可能な銅エ1ツタに当ててk（蛎）

を測定する。中性化しなかったH＋は静電偏向板で曲げてエミッタに入射しないように

する。小型散乱容器は，それに入射する肥と磁界偏向装置に入射するイオンビームの

なす角が67．5となるよう大型散乱容器の測定ポートの1つに接続した。一方，イオン

                                    ○ビームを偏向する磁界強度は一定であるからエミッタに到達することのできるHは，磁

         ○界強度と偏向角67．5によって決まるただ1つのエネルギーを持ったものだけである。

               ○従ってこのままではk（a E）のHエネルギ■E〕依存性を測定することができない。大

                                    ○型散乱容器に接続するポートを変えて偏向角を変え，小型散乱容器に入射するHのエネ

一68一



ルギーを変化させることもできるが，測定ポートの数が少ないから多くのEに対するデ

ータを得ることはできない。そこで，本実験では磁界偏向装置の位置を矢印の方向に連

続的にずらすことによってイオンビームが磁界中を走る距離を変化させ，1keVから5

                         okeVまでのエネルギー範囲でH＋の偏向角をいつも67．5に調節し，散乱容器の接続ポ

ートを変えずにk（θ，E）測定を行った。磁界偏向装置の位置と入射水素原子イオンエ

ネルギーの関係は，サイクロトロン半径rCを用いた簡単な解析から導出でき，それを

図にしたのが図3．3ユである。L及びdは図中左上の模式図で示すように，H＋が入射ビ

20

15

？

εl〇

一．

   一磁石      〆

甘が ｛・、準 ／／仙1V
  レ｛   〆3keV
         ／1↓

        ！2keV
        、’ ↓
       ♂
      、・介

      ！1k副
     ・’ ↓

     ’
    〃

          ○図3．31偏向角を67．5にする磁

    界偏向装置の位置と入射

    H＋エネルギーとの関係

5

一 J
一一一一一一 @L

  0     5    10    15

           d（mm）

一ム方向及び垂直方向に磁石内を走る距離を表わす。OはH＋の仮想出射点で散乱容器

の中央とする。｛は図のように定義される長さでLとトL／（1＋cos67．5。）なる関係が

ある。入射H＋のエネルギーを変化すると，dと！（またはL）の関係は直線的に移動

する。入射エネルギーが大きい場合にはd，’，L共大きくするすなわち磁界中を走る距

離を長くしなければならない。1keV，2keV，3keV，4keV，5keVの場合を図中に

マークした。特にいつもdと！はほとんど等しい。従って図330の矢印のように45労向

に磁界偏向装置を移動すればよいことになる。図3．32はd（＝’）を一定として，入射イ

オンビームエネルギーを変えた時の小型散乱容器内の銅エミッタに当たる中性粒子ビー
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図3．32二次電子型測定器エミッ

    タ電流の磁界偏向装置位

    置による変化

H0
2

’、         o

’l   H1

   O       、’
    0  1  2  3  4  5  6

            E（keV）

ム量の変化を二次電子電流で表わしたものである。実線はd＝ト15㎜の場合，破線が13

㎜の場合で，共にエネルギーの増加に伴い，H3。，H20，圧の順にピークが現・われる。

Ho及びH．oのピークに鋭さがないのは磁界偏向装置に入射するイオンビームの広が

りのためである。図よりdを小さくすると，それぞれのピークが低エネルギー側にずれることが

わかる。またそれぞれのピーク位置は図331から予想される値と一致する。

 図3．33が上記の方法で得られた最終の結果，つまり水素原子ビームによる銅表面のk

（θ，E）のθ及びE依存性である。図3．32からわかるように銅エミッタに入射する山

の量が少なく，二次電子電流が数10pA程度であるため測定値に多少のばらつきがある

が，Ho入射の場台にもHe。，Arb場合と同様式（3．10）を満たし，θが大きい場合に

はkeVオーダーのエネルギー領域でk（θ，E）は入射エネルギーに直線的に依存するこ

とがわかる。θ＜50。の場合は入射角θの時の二次電子電流1elθ1と垂直入射の時の二次電

子電流1e㈹との差が少なく，それの測定の際のばらつきがk（θ，E）の値に大きく影

響したので示していない。これから決定されるk（θ，E）＝alθ〕・E＋b（θ〕のalθ）とblθ）

の値を表3．34に示す。
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図3．33 肥入射による銅表面の

k（θ，E）

E（keV）

表3．34 銅表面のalθ吸びblθ〕

入射粒子 θ（。〕 ・（θ）lk・V・1） b（θ〕

50 0．0873 1．223

Ho 60 0．0887 1．612

70 0．1802 1．877

80 O．2990 1．825
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3・．9’ ? 言

 本章ではまず，前章で述べた中性粒子ビーム源を用いてkeVオーダーの中・性粒子衝

撃による二次電子放出の入射角及び入射エネルギー依存性を研究し，入射角θ；0。の時

（垂直入射）の二次電子放出係数に対するある角度θの時の二次電子放出係数の比k（4E〉

がこのエネルギー領域でθが大きい場合（ななめ入射）には入射エネルギーに対してほ

ぼ直線的依存性を示すことがわかった。次いでこのk（θ，E）と入射エネルギーEとの関

係を利用して未知中性粒子の平均エネルギーを，また超高温プラズマからの荷電交換中

性粒子の場合にはイオン温度を推定する方法を提案した。本方法は中性粒子を金属表面

に入射角θで当てた時の〔次電子電流I elθ〕と垂直入射した時の二次電子電流Ie（0つの比

Klθ）を測定するだけでよいから非常に簡単であ孔

 さらに提案したKlθ測定による超高温プラズマの荷電交換中性粒子計測（イオン温

度推定法）の実用性を検討するために，第2章で述べたイオンビームの銅表面での中性

化によって生成した少しエネルギー分布の広がった中性粒子束を超高温プラズマから放

出される荷電交換中性粒子と見立て，模擬分析実験を行った。 また同じ中性粒子を従

来中性粒子エネルギー分析に主として用いられるガスストリッピング型分析器で分析

し，Klθ〕測定による本万法と比較した。その結果，2つの方法によって推定されたエネ

ルギーはほぼ一致し，本方法の実用性が示された。また，本方法で得られる平均エネル

ギーは普通の意味の平均エネルギーではないが，それらの違いは必ず43％以内に入るこ

とが実験的及び理論的に明らかになった。表面の粗さ・温度，入射粒子束強度及び真空

度のk（θ，E）への影響も実験的に検討したが，中性粒子のエネルギー測定への利用の観

点からは，無視あるいは除去可能であると結論される。

 次に，荷電交換中性粒子法による均一H eプラズマのイオン温度測定にここで提案

する方法を応用した場合の測定されるK（θ〕とイオン温度の関係を導出し検討した。その

結果数100eV以上の高温プラズマに対しある程度の分解能で利用できることがわかっ

た。最後に次章で本方法を用いた水素プラズマのイオン温度測定のさらに詳細な検討を

行うオこめに，水素原子ビームを生成しそれによる二次電子放出係数の入射角依存性一k（姑）

を測定し，この場合もθ〉50。で入射エネルギーに直線的に依存することを確認した。
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第4章 トカマクプラズマのイオン温度測定のモデル計算

4．1 緒  言

 本章ではk（θ，E）のエネルギー依存性を利用して超高温プラズマからの荷電交換

中性粒子を解析し，イオン温度を推定する方法をさらに詳細に検討する。序論でも述べ

たように，現在超高温プラズマ閉じ込め加熱の研究はトカマク装置中心に行われており，

生成できるプラズマパラメータも他の装置より一歩先んじている。我が国におけるトカ

マク方式の研究は，日本原子力研究所，名古屋大学プラズマ研究所を中心に，東京大学

工学部，九州大学応用力学研究所，名古屋大学工学部，京都大学工学部等の諸大学にお

いても行われているが，その成果から言って現在先頭に立っているのが日本原子力研究

所のJFT－2装置と名古屋大学プラズマ研究所のJIPPT一皿装置である。表4．1にこれ

ら装置によって得られたプラズマパラメータを示す。イオン温度に限って言えば，この

表4．1 JFT－2とJIPPT一皿のプラズマパラメータ

トカマク型装置 JPT－2 JIPPT一■

プラズマ密度（電子）・、1・バ3） 1．5x1013 5・1013

イオン Ti〔keV） 0．3 0．75

温度
電子丁。（k・V〕 0．6 1．3

閉じ込め時間 τ （SeC） 0．014 0．02

二つの装置によって約1keVのプラズマ生成の技術が確立された。さらに現在この成果

を基盤にして，nτ≧10’4cr3・s，Ti～10keVのいわゆる｝科学的実証’を目指した

超大型トカマクJ T－60の建設が日本原子力研究所を中心に進んでおり，1985年に

完成しいよいよ実験に入る。名古屋大学プラズマ研究所においてもRトカマクと称する

J T－60と同程度の装置の設計が始まっている。しかし，これら装置の建設にはぼう大

な投資が必要で，さらに上のプラズマパラメータを必要とするトカマク型技術試験炉（Ti

～20keV，nτ之1015cm｝3・s）の場合にはI AE Aの組織の申で国際協力の基に建設さ

れる予定となっている（1990年頃完成予定）。従って本研究で提案するイオン温度

測定法を上記トカマク装置に適用するには，1OkeV，20keVといった高いイオン温度
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のしかもイオン密度が1014cm－3程度のトカマクプラズマからの荷電交換中性粒子放出

を十分に理解し，測定される二次電子電流の大きさ及びS N比等を十分検討することが

必要である。

 トカマク装置は，端からの粒子損失をなくすためトーラス状にプラズマを閉じ込める

磁場閉じ込め方式の一つで，トーラス方向にプラズマ電流を流すことによって巨視的不

安定性を押えプラズマの安定化を計った装置である。従ってプラズマの断面は普通円で

あり，プラズマが真空円筒壁内全体に広がるのを防ぐため設けられたリミタとの接触や

壁方向への拡散のため，プラズマ表面付近のプラズマパラメータはプラズマ中心のも

のより低い。つまりイオン密度及び電子密度，イオン温度及び電子温度などのすべての

パラメータはプラズマ半径方向に分布を持っている。このような場合には前章3．7節よ

り事情がはるかに複雑である。

 不均一高温プラズマから放出される荷電交換中性粒子の理論的研究は，プラズマエ

ネルギーの荷電交換損失としてエネルギー閉じ込めの観点からも重要で，多くの研究者

によって研究されて来たし，現在も行われている。35〕．ωこれにはプラズマ中で生起す

る多くの種類の衝突断面積の情報が必要で，実際の計算はかなり複雑で輸送方程式を解

く方法やモンテカルロシミュレーションによる方法など種々の方法で解析されている。

ここでは簡単なモデルを考えることによって計算を簡略化し，プラズマパラメータの

プラズマ半径方向の分布を仮定することによって不均一プラズマから放出される荷電交

換中性粒子束を見積り，第3章3．3．2節で提案した方法で荷電交換中性粒子を計測した

場合のKlθ1とイオン温度の関係，ノイズの大きさなどを求め，本方法の現実の超高温プラ

ズマ発生装置への適用さらには将来の核融合炉のイオン温度測定器としての可能性を検

討する。

 現在核融合反応で発生する中性子に対する計測及び防護技術が確立していないため，

核融合プラズマ生成の研究はほとんど水素プラズマによって行われており，またDプラ

ズマ，DT混合プラズマの実験をする場合にもまず第1段階として水素を用いた実験が

必ず実行される。従って本研究では水素プラズマを仮定して計算を行った。

4 2 トカマクプラズマから飛び出す荷電交換水素原子東によるK（θ）

 ＆8．2節で述べた水素原子ビームによる銅エミッタのk（θ，E）を使って，超高温プ

ラズマの荷電交換中性粒子計測に対する本方法を評価するには，まずプラズマから放出
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される荷電交換水素原子の性質（エネルギー分布及び粒子東の絶対値）がわかっていな

ければならない。そこで超高温プラズマからの荷電交換水素原子放出を簡単なモデルで

考え，．それによるKlθ〕及び二次電子電流Ieを言十算した。

4．2．1 モデル及び計算方法

 トカマク装置で作られるようなトーラスプラズマは，そのトーラス主半径がプラズ

マ半径に比べて十分大きい場合には円柱プラズマに近似できる。ここではまず一番簡単

な無限に広がる厚さ2aの薄い平板状のプラズマ，いわゆるスラブプラズマを考え

（図4．2），得られた式を後に円柱プラズマのための式に変換した。取扱う水素プラス

真．空壁

境界 中心
’

肇壁 プラズマ1
1

■

貢
空
層 ぺ～

1
I

×11
・

I
a          0

『

図4．2 プラズマ・モデル

マには不純物がない（電子密度＝イオン密度）とし，プラズマの各パラメータつまり電子密

度nelr〕，イオン密度ni旧，電子温度Te同及びイオン温度Tilr〕はプラズマ半径r

方向へすべて同様の分布をすると考えた。

・・1・ト・il・〕一口・1・〕（1一昔）

（4．1）

・・，il・ト・・，11・〕（1一昔）
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 ここでne101，ni10〕，Te101及びTi10〕はプラズマ中心での各パラメータの値で，プ

ラズマ端へ向ってrnに比例して小さくなり，端（r＝a）ですべて0になる。nについ

ては一応，1，2，4の三つの場合を考える。

 超高温プラズマ中で高速のプラズマ水素イオンと荷電交換衝突をする水素原子には，プラー

ズマ中に電離されないで残っている水素分子がプラズマ電子と衝突して解離し生じたものがあ

る。超高温プラズマ中では上言己電子との解離反応のため水素分子はほとんど存在しない。さら

に放電管壁とプラズマの間には高速水素イオン・中性水素原子が放電管壁を衝撃する事に

よって壁中に浸み込んでいた水素原子がスパッタされて出て来るなど，種々の原因で上記水素

原子密度より少し高い密度の水素原子が存在する。これら水素原子のエネルギーは数eVで

10g～1010cm－3の密度と一般に考えられている。そこで簡単のため，この程度のエネルギー及

び密度を持っ水素原子がプラズマ端からプラズマ中に浸み込んで行き，高速イオンと荷電交

換するものとする。この仮定は荷電交換中性粒子の理論的解析に一般に用いられるものであ

る。この低速水素原子はプラズマ中をプラズマ中心（r＝O）に向って拡散する時，主とし

て次の三つのプラズマイオンまたは電子との衝突によって失われ，減少してゆく。

ω 電子衝突による電離

12）イオン衝突による電離

旧〕イオンとの荷電交換

H0＋ e→H＋＋ 2e

Ho＋H＋→2H＋＋e

H0＋H＋→H＋＋H0

（4．2）

そこでω一2い3〕の反応の衝突断面積をそれぞれσie，σii，σex （総称してσj，

j＝11〕，12〕，13〕）と書くことにすると，定常状態では低速水素原子密度の半径方向分布

n皿1r〕はプラズマ端（r＝a）での密度をn．ta〕とすると次式のように表わすことがで

きる。

ψ）一ψ）刈ず㌣・・（ポ）三ψk’半H〉刈

                                    （4．3）

ここで2は上記11〕，12〕，13〕の反応に関する和をとることを示す。またnk及びvkは反応

に関係するプラズマ粒子の位置r’での密度及び速度で，Vnは低速水素原子速度であ

る。積分内の＜ ＞はプラズマ粒子の速度分布に関する平均を表わし，速度分布がマク

スウェル分布の場合には，
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・仰㌦1）・1い・1・一（、蒜、）％∫、（lV㌦1）

           2
・1・r・・1・…［一新、1伽・ （4．4）

とな乱今，高温プラズマではvk＞vnが成立するので，式（4・3）は，

州一ψ）岬／｛（〈㌣〉州・〈等〉州・〈守㍉ポ））刈

                                    （4．5）

の様に変形できる。

 さて，上記のごとく高速水素イオンと荷電交換衝突を行う低速水素原子のプラズマ半

径方向の密度分布n．lr〕が求まると，次にプラズマから荷電交換によって飛び出す高速水

素原子束の絶対値に関する表式を得ることができる。プラズマから飛び出すエネルギー

がEとE＋∠Eの間の高速水素原子東をr（E）∠Eとすると，それはプラズマ水素イオン

の規格化されたエネルギー分布関数をrの関数として写（r，E）と書くと，次式のように

表わされる。

叩）犯一打㌔（・）・・i（・用・，・）犯・・1、、・i…
（4．6）

 ここで，積分記号の前の係数（1／4）は発生した高速水素原子の速度の等方性を仮定

して付けたものである。また発生した高速水素原子がプラズマ内で再び水素イオンまた

は電子と衝突してイオンに戻る現象も大きなプラズマでは無視できないが，本計算では

これは考えないこととし，発生した高速水素原子はすべてプラズマから外へ飛び出すと

した。この仮定は普通のガスストリッピング型分析器のための解析としては問題があ

るが，本二次電子型測定器の出力電流はほとんどプラズマ周辺部で発生した水素原子束

によって決まるので許される。 （後述）

 式（4．5），式（4．6）はスラブプラズマに対する表式である。これを円柱プラズマ

に拡張する際，本計算では次の事項のみ考慮した。すなわち，低速水素原子の密度はま
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ったく減衰がない場合にはプラズマ中心に近づくにつれてr2に比例して増える。これは

同じ数の粒子がプラズマ端から中心へ拡散する時，円柱プラズマではスラブプラズマと

違って中心程粒子1個当たりの占める体積が小さくなるからである。また同様の理由で，

プラズマ内部rの位置で発生した1Cm2当りの荷電交換水素原子束がプラズマ端に達する・

とr／a倍に減少する。従って式（4．5）及び式（4．6）は次のように変形される。

ψ）与（・）岬／ザ等e㌔・ぽ）・＜等＞州・く竿巧巾／

（4．7）

叩）犯一士∫a｛・恥（・）・・i（・）岬）犯・く1。・・i… （4．8）

ただしこれらの式においてr＝0付近は除外する。

 さて，式（4．2）の反応の衝突断面積については，Riviereによって実験とよく合う

式が提案されている。ωωの電子衝突による水素原子の電離断面積σie lElについては，

     σi。（E）＝3，519・10’6・h（E）

・（・）一方（妻廿・（1・音（1一夫）加（…垣）） （4．9）

     Z＝E／Eo，Eo＝13，605eV（E〉Eo）

121の水素イオン衝突による水素原子の電離断面積σii lElについては，

     ニニ）二11二。続戸十舳旧．糾醐／－w

     σii（E）＝3．6×（10一一2）E・1互。81。（0．1666E）

さらに，13）の荷電交換衝突断面積σex倒については，

1・。（・）一α693P淵1宗1群”

E〉150keV

（4．11）
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で表わされる。上の三つの場合すべて，Eはプラズマ粒子（水素原子イオンまたは電子）

のエネルギーで単位はeVである。また衝突断面積の単位は。m2で表わされている。これ

らの衝突断面積の表式を用い，プラズマ粒子がマクスウェル分布をしていると仮定すると

レート係数＜σV〉が計算できるが，プラズマ中での電子温度及びイオン温度は式

（4．1）のような半径方向分布を持つから（Te（r），Ti（r）），〈ov〉もrの関数となる。

 式（4．7），式（4．8）のように荷電交換水素原子束r（E）∠Eの表式が得られると，そ

れによる二次電子型測定器の銅エミッタの二次電子電流Ieや垂直人射の時のIe（0。）に対

する入射角θの時のIe（θ）の比K（θ）は次式によって求められる。

1。（ぴ）一・∫、（・㍉・）・（甲・・ （4．12）

   I、（θ）∫ユ（久・）・山・・）・（・）・・

K（θ）V）＝
Y肌・（・）・・

（4．13）

ここで式（4．12）で得られる二次電子電流IelOつは，銅エミッタをプラズマ表面の位置

（r＝a）に置いたと考えた時の二次電子電流密度で，実際測定されるIは二次電子型
                                e

測定器をどの程度プラズマから離して置くかに依存する。

 さて，式（4．7），式（4．8），式（4．12）及び式（4．13）の数値計算には，日本原

子力研究所で現在建設されている」T－60級以上のプラズマパラメータを持っ超高温

プラズマを主として考えた。また現在運転中のトカマク装置で生成されるプラズマの中

心の電子温度はイオン温度の二倍となっているので、一応Te10〕二2Ti101として，Ti101

をいろいろ変えて計算した。

 用いた主なパラメータの値を次に示す・

プラズマ半径 a＝100cm

プラズマ中心での電子密度 netOト1014cm’3
（4、工4）

プラズマ端での低速水素原子密度 n・la〕＝4×109c前一3

              1
低速水素原子のエネルギー  万mHv’＝3eV
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必要な水素原子に対する銅表面の二次電子放出係数のデータは扱うプラズマのイオン

温度によって違うが，上に述べたように数keV以上のイオン温度のプラズマを考える場合

には100eV以上の入射エネルギーに対するデータがあれば良い。ここでは野田が測定し

た5keV以下のH。に対する銅の二次電子放出係数と，5keV以上数10keVまでのエネル

ギーではH＋に対するデータで代用し，それらを連結して用いた。4四一43図4．3に使用し

たγ。（ぴ，E）を示す。

10

（ 1
山
。 ・

3
蟹

1O．1

10そ     1 10

E（keV）

図413 モデル計算に焔いた二次電子放出係数の入射エネルギー依存性

k（θ，E）については3．8節で説明した測定値から，次のように仮定した。

・（・ぴ・・）一
^11：：；3E＋L223 Eく3．81keV

E》3．81keV

・（・舳一
^：l117E＋’仙2 Eく4．38keV

E》4．38keV
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・（・帆・）一
^111：：2E＋L877

・（・1・・）一
^：1：：lOE＋L825

Eく5．81keV

E》5．81keV

Eく13．16keV

E》13．16keV

4．2．2 トカマクプラズマのイオン温度とKlθゆ関係

 前節で述べた荷電交換水素原子放出のモデル及び計算方法で荷電交換水素原子束を銅

エミッタに当てた時測定されるKlθ〕とプラズマのイオン温度の関係を計算した。図4．4

は前章3．7節におけると同様にプラズマ諸量が半径方向に一様である均一プラズマを者

10

就鮒  70o
θ・8げ

（重1

←

○コ

 1   2   3  4   5   6
          K（θ）

図4－4 均一プラズマのイオン温度（Ti）とKlθ〕の関係

えた場合のイオン温度TiとKlθ〕の関係である。3．7節の結果とは縦軸と横軸が逆になっ

てい孔イオン温度Tiは100eVから1OkeVの範囲内で計算したカキ3－7節のHeプラズマの場

合と同様にθが大きい方が同じ温度変化に対するKlθ〕の変化が大きく，本方法の測定精度が
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上がることがわかる。θが小さいとK－1θ度化が小さく精度の良いKlθ測定が必要となり，

悪くするとKlθ〕のTiによる変化が測定誤差範囲内に入ってしまいでたらめなイオン温度

を推定する恐れがある。またKlθ〕の変化が小さいと前章3．6．ユ節で論じたような入射中性

粒子束の発散によるエネルギー分解幅のためイオン温度推定が不可能になる場合がある。

本計算で仮定しているプラズマの半径は100cmであるから，二次電子型測定器の入口ス

リットを1cmx1cmとするとそれに入射する荷電交換中性粒子の発散角dθはtan－1（1cm

／100cm）÷0．6はり小さい。従ってθ：80。とすると数100eVより高いイオン温度に

おいてKlθ〕の変化が大きいから，この程度以上のプラズマに対してこの方法でイオン温

度推定が可能となる。

 さて，プラズマパラメータに式（4．1）に仮定したような不均一性がある場合には

かなり話が変わってくる。例えば，プラズマ水素イオンと荷電交換する低速水素原子は

式（4．7）のようにプラズマ中に浸透して行くに従い急激に少なくなるから，放出され

た荷電交換水素原子の多くはイオン温度の低いプラズマ端付近の情報しか持っていない

と予想される。図4．5は不均一プラズマとして式（4．7），式（4．8）及び式（4．13）

10
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図4．5 不均一プラズマの中心

   イオン温度（Ti101）と測

   足されるイオン温度（Ti）

   の関係

Oj

α01
  lO      lOO

Ti（0） （keV）
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を用いて計算されるKlθ〕の値から均一プラズマの図4．4を使って推定されるイオン温度

Tiと元の不均一プラズマの中心イオン温度Ti101の関係を示す。当然この関係はプラズ

マパラメータの半径方向分布の形に依存するので，式（4．1）のn：1，n＝2，n＝4

の場合について図示した。ここでn＝1，2，4それぞれの場合を以後，r分布，r2分布，

r4分布と呼ぶ。均一プラズマとして推定できるイオン温度Tiは中心温度の1／10から

1／15程度でかなり低いことがわかる。このイオン温度に相当するプラズマの位置rは

0193aから0．98aであり，従って本方法で直接得ることができるイオン温度はプラズマ

周辺部のものであると言える。しかし，測定対象であるプラズマパラメータの半径方

向分布を仮定すると，同図を逆に用いて直接測定されたTi（またはKlθ〕）からプラズマ

中心のイオン温度Ti10〕を推定することができるはずである。図4．6はこのような目的の

100

  2  ’『  『 『

＼

（
＞
皇

）10

6
←

2     3    4
      o    K（80）

5

図4．6 不均一プラズマの中心イオン温度（Ti10〕）とK（80。）との関係

ために焼き直した結果である。θは80。の場合のみを考えることにしてK（80。）の測定

値から半径分布をr分布，r2分布，r4分布と仮定して推定できるプラズマ中心温度を示

す。プラズマパラメー一夕の半径分布が違うと推定される中心イオン温度も異なるが，
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現存の超高温プラズマのプラズマパラメータは大方r2分布もしくはr4分布で近似できる

場合が多い。従って例えば，K（80。）＝3と測定された場合には，r2分布を考えると約

13keV，r4分布を考えると約10keVと推定でき，分布の違いによる推定誤差は30％程度

である。r分布まで考えた場合においてもファクター2以内の精度で中心温度が推定で

きることがわかる。また1keV以上の中心温度のプラズマに対して入射粒子束の発散の

ためのエネルギー分解幅は上記推定誤差内に人ってしまう。

4．2．3 測定される二次電子電流の大きさ

 また式（4．12）により二次電子型測定器における二次電子電流を評価することができ

る。今彼に二次電子型測定器をプラズマ表面に設置した場合を考え，その時の荷電交換

水素原子衝突による二次電子電流密度をIse［A／cm2］とする。Iseの値のプラズマ中心イオン

温度Ti（O）に対する変化を図47に示す。図中3本の曲線はプラズマパラメータの一肖韮方向分布か，

 810

ぐε
ど

≦

誤

．4
10

＼、
図4．7 不均一プラズマの中心

   イオン温度（Ti10〕）と二

   次電子電流（ISe）の関係

1σ5

一6
10

 10       100

Ti（O）（keV）

r分布，r2分布，r4分布の場合に対応する。すべての分布に対して，イオン温度が上がる
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とIseも増加す乱またその値はTi（0）＝5keVでは10’‘A／cm2程度となり，二次電

子型測定器の入口スリットを1㎝X1㎝の正方形にすると，測定される二次電子電流は

～O．1mAと大きい。測定器をプラズマから十分離して，プラズマ中心から4mの位置に

置いたとしても10μA～30μA程度は確保される。実際には，この型の測定器のコンパ

クト化は容易なため，閉じ込め磁場コイルのすき間などを利用してほとんど真空壁と同

じ位置に置くことができるのでO，1mAからあまり小さくならないと考えられる。またこ

れらの電流値は現実の装置で十分測定できるオーダーである。本研究で提案する中性粒

子測定法の利点の1つは測定が容易なことであるが，ガスストリッピング型分析器に

おけるようにチャンネルトロンやデーリー型イオン検出器のような増倍装置を用いなくても，

直流のメータで直読できるという点も利点の1つとなる。このように測定電流が大きいた

めプラズマ発生装置の高電圧，大電力の制御にともなう誘導はほとんど問題ないと思わ

れるが，閉じ込め磁場のもれの影響を二次電子が受けるのを防ぐため，二次電子型測定

器の磁気シールドは十分に行わなければならない。

4．3 二次電子型測定器へのプラズマ光の影響及びその除去法

 超高温プラズマは硬X線；軟X線，真空紫外，紫外及び可視，遠赤外を経て，マイク

ロ波に至る広い範囲の電磁波の放射源である。従って荷電交換中性粒子計測のためにプ

ラズマに向けられた二次電子型測定器は，これら電磁波に直接さらされることになる。

金属表面にその金属の仕事関数以上のエネルギー（h〃）をもった電磁波（以後光と呼ぶ）

が照射されると，光電効果により電子が飛び出す。いわゆる光電子放出である。このた

・めに二次電子型測定器のエミッタ電流には荷電交換水素原子衝撃による二次電子電流の

他に光電子電流が付加され，本研究で提案したイオン温度測定法のノイズとなる。従

って二次電子型測定器の出力電流（二次電子電流十光電子電流）からイオン温度が推定

できるためには，光電子電流が二次電子電流に比べて無視できる程小さいか，または光

電子電流の出力電流への寄与が何らかの方法で測定できるかが必要である。そこで本節

では，プラズマから放射される光スペクトルを計算し，光電子電流がどの程度出力電流

にきいてくるかを調べた。また出力電流中の光電子電流を見積る方法も提案する。

4．3．1 プラズマ光の影響

プラズマからはイオンと電子の相互作用によりいろいろな機構でいろいろな周波数帯
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の光が放射される。この中でエミッタ表面からの光電子放出に主として寄与するのは，

制動放射と再結合放射の連続スペクトル放射である。この内再結合放射はプラズマ電子

がイオンに捕獲された時起こる光放射現象で，ω1個イオンとして水素イオンのみを考え

る場合には，制動放射に比べてその強度は十分小さい。しかし，プラズマ中に例えば酸

素のような不純物イオンが存在すると無視できなくなることがある。

 制動放射は，電子がイオンによる電界で加速度を受ける時に放射するもので，それに

よる光スペクトルは古くから研究されて来た。ω一ωそれによると，制動放射によって

放射される，プラズマ単位体積，単位波長当りの放射強度は，

    dEff              exp［一12398／（λkBTe）］           。

    T＝1・9x10｝n・．n・’Z2（・、・、）・・1・ ［W・tt／（・m3．A）］

                                   （4．16）

である。ここで，kBTeの単位はeV，またZはイオンの荷電数で水素プラズマの場合は

Z＝1であ乱式（4・16）はλmax＝6200／kBTeの波長で最大とな乱現在生成され

ている超高温プラズマは不純物カ多くてそれから放射される光の強度（再結合放射）は，

上記制動放射の式から計算されるものより数10倍程度大きい。しかし，プラズマ中の不

純物を少なくし，それによる放射エネルギー損失を小さくすることは核融合プラズマを

生成するために必要な条件であり，現在それに対するいろいろな方法が提案され，実験

的に研究されている。従って将来不純物イオンによる再結合放射は少なくなることが予

想される。そこで本研究においては一応プラズマが純粋水素プラズマで，それからの光

放射は制動放射のみであると仮定して計算を進めた。

 金属からの光電子放出現象は古くから実験的または理論的に研究されてきたが，光電

収率Qは入射した光子1個に対して表面から放出される電子の平均の数で定義されてい

る。超高温プラズマから制動放射によって放出される光は可視光からX線領域に及ぶの

で，この幅広い波長帯でのQの値を知らねばならない。図4，8が何人かの研究者によっ

て測定された光電収率Qの波長依存性をなめらかにつないだものである。真空紫外領域

では，Cai「nsとSamsOnによって測定された銅表面からのQのデータを，49また可視

及び紫外領域ではTyutikovとShubaのCu－Beのデータを用いた。50また軟X線領

域ではLukirskii等のタングステン（W）のデータを上記データになめらかに接続し

た。5山また光電収率は次式で，単位照射強度〔Wat t〕当りの光電子電流ρVWatt〕

に変換できる。

一86一



10→

1σ2

  一3 10
0

1σ4

1σ5

1 1O l02 103 104
          ○       入 （A）

図4．8 光電収率Qの波長依存性

  eQ
ρ＝ sア

（4．17）

明らかにρも波長λの関数である。従って式（4、】6）で決まる放射強度にρiλえを乗じて

波長λについて積分すると，単位体積のプラズマからの光による光電子電流が計算でき

る。この言十算においても前節と同様プラズマパラメータの半径方向の不均一性を考慮す

ることとした。結局，プラズマ表面に銅エミッタを置いたとして見積られる光電子電流

密度Iph［A／c耐］次式のようにな乱

1、。一
轤≠ｰdEf非λ）・1（1）・1・÷

（4．18）

前節と同じプラズマパラメータを用いて計算したIphとプラズマ中心電子温度
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Te（0）（＝2Ti（0））の関係を図4・9に示す。この図はr4分布の場合のもので，前節

  ／  1σ3

／1・・

／’

α1

o         ，

4   ＼、1。。
＼        、＼

r
o」                    、

O．01

1。。／1。．

  ぐ
10’4ε

  ぺ
  く

  工  o。

  監
10－5目

       αoo1           1d’6
          1       10       100

                 Ti〈O）（keV）

         図4・9 Ise・Iph及びIph／Iseと中心イオン

             温度（Ti（0））との関係。Te（0）＝2Ti（0）。

で計算した二次電子電流Ise及び光電子電流と二次電子電流の比Iph／Iseも同時に描

いれ二次電子電流Iseがイオン温度の上昇と共に増加するのに対し，光電子電流Iph

の方は1keV以上のプラズマ温度ではIseより小さく，しかも逆に電子温度の上昇（㏄

イオン温度の上昇）と共に減少する。式（4．16）の制動放射スペクトルは波長がλmax

＝6200／kBTeでピークを持つが，このλmaxは電子温度が1keVの時6．2Aとなり軟

X線領域に入り，電子温度が上昇するとさらに低波長側にずれる性質がある。ところが，

光電収率が最大となる波長域は真空紫外域である。従って電子温度が1keV以．上では，

その上昇と共に制動放射スペクト．ル自体が低波長側にずれてゆき，光電収率が最大とな

る真空紫外域成分が減ってくるためにこのように光電子電流が小さくなってくるのであ

私結局・光電子電流と二次電子電流の比Iph／Iseは，プラズマ温度の上昇と共に急
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激に減少す乱例えば・Ti（O）＝10keV（Te（0）＝20keV）の時には・Iph／Iseは0・02

程度となり，Klθ測定によるイオン温度推定の誤差はそれ程大きくないことがわかる。

プラズマ光の影響がある場合に測定されるKlθhまりK’1θ〕は，

    I。。1θ1＋IpW〕
K’1θト
    I。。10つ十Iph10つ

（4．19）

と表わざ札rphlθL Iph10つの酬θ〕への効果を正確に見積るためには光電子放出の先入

射角依存性の情報が必要となる。これが二次電子放出の場合とまったく同じ（図3．33）

であるならば酬θトKtθ〕（＝Iselθ／IselOつ）となり推定イオン温度への誤差はまっ

たくない。今光電子放出が入射角に依存しないと考えた場合と，二次電子放出の

Stemglassの理論のごとくsecθの関数と考えた場合の2つの両極端を想定しK’1θ〕

を求め，Klθ〕との違い及び推定イオン温度への効果を評価した。図4．1Oがその結果であ

10C

r r2戸
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⑭

さ10

o
←

＼、

   、・’’汐〃・’

 。’
 ！。
 ・’！

〃。
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。’A7    “’・
’’’

〃     曳㌧
”’             ・、、

2     3     4

    K（80）

5

図4．10 Klθ〕への光電子電流の影響

        Iphユθ，：0・  1ph｛θ〕＝1phtぴ〕・

        ．Iph｛θ〕＝Iph｛0「．secθ
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る。図よりイオン温度が低い場合には光電子電流の増大のためにK’（80。）はK（80。）の

値から大きくずれることがわかる。しかし，約5keV以上ではその誤差は急に小さくな

り，プラズマパラメータの半径分布（r分布，r2分布，r4分布）の率いによる誤差の

方が大きくなっている。従って約5keV以上の中心温度を持つプラズマに対しては推定

イオン温度への光電子電流の効果は無視してよいと結論される。

4．3．2 金属薄膜を用いた光電子電流除去法

 前節で約5keV以上の中心イオン温度を持っプラズマに対しては，二次電子型測定器

によって測定したKlθゆ僧への光電子電流の効果は無視しても良いことがわかった

（K／θ1÷Klθ〕）。しかし，イオン温度がそれより低い場合でも光電子電流を何らかの方

法で見積ることができれば，正味の二次電子電流の比Klθ〕を得ることができ，それによ

るイオン温度推定が可能となる。本節ではそのための一つの方法を提案する。

 序論では述べなかったが，超高温プラズマの電子温度測定法の一つにプラズマからの制

動放射光（軟X線域）を適当な材質（Be，A l，Ni等）の薄膜に当てその透過光量測定

により電子温度を決定する方法がある。5a Be，A1，Ni等の薄膜の軟X線域の光の吸収

特性（吸収係数）はよくわかっているから，同じ材質で厚さの異なるものまたは別の吸

収材を用いてプラズマから出る制動放射の透過光量を測定し，その相対強度を求める。

透過光量の吸収材の厚さによる依存性は電子温度によって異なりあらかじめ計算できる

から測定値と比較して電子温度を決める。この吸収膜法を応用して光電子電流を見積る

ことが可能である。つまりプラズマ光は透過するが荷電交換水素原子は止まってしまう

ような膜厚を選び，透過光によるエミッタ電流を測定し，その値から薄膜の吸収係数を

考慮して逆に薄膜がない場合の光電子電流を求めるわけである。この方法を検討するた

めに上述のプラズマ・モデルを用いた簡単な計算機シミュレーションを実行した。

 密度κ，厚さxの金属薄膜を通過した波長λのX線の強度は，exP←μmlλ1・κx）だ

け減少する。ここでμm川は質量減衰係数と呼ばれ，種々の物質について測定されてい

る。5劃従ってプラズマと二次電子型測定器の間に金属薄膜を置いた場合，二次電子型測

定器における光電子電流Iph’は式（418）ではなくて

1、ポー∫a・ゴd等λ）・…（一1。（1）・剛・1（1）・1・÷
（4．20）
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となる。一方，高エネルギー粒子が金属中を走る時粒子数が入射時の1／2になる距離

のことを飛程R固と呼び，それは金属の入射粒子に対する阻止能dE／dxと次のような

関係にある。

・（・）一∫E、｛デ、、
（4．21）

従って厚さxの金属薄膜にエネルギーEの粒子が入射した時その粒子数は2－x／R㊤）だけ

減少する。ここで通過粒子はそのエネルギーもかなり失っているが本計算では考えない

こととした。する’と金属薄膜を通過した荷電交換水素原子による二次電子電流ISe’は式

（4．12）を変形して

1，5一・＾・㍉・）叩）・・一x／R（E）・・ （4．22）

とな乱従って式（4・20）・式（4・22）でIph二Ise’を計算し・本節で提案する方法を

評価した。ここで薄膜の厚さは薄膜金属の密度と厚さとの積κX，単位はg／Cm2で表わす

こととした。表4．11は二次電子型測定器でBe薄膜を通してプラズマを観測した時の二

次電子電流密度Ise’と光電子電流密度Iph’を膜厚を変えて計算した結果である。プラズ

マパラメータの半径分布をr2分布とし，中心イオン温度が1keV，2keV，5keV，

10keV，20keV，50keVの6つの場合を考えた。Be薄膜を透過する荷電交換水素原子

束は，Lindhard等によって理論的に計算された陽子に対するBeの電子的阻止断面積

から阻止能dE／dxを求め（dE／dxこ7．32x10一’5・（E／1O’）町435［eV・cm・／atom］）モO

それを用いて計算することによってISe’を得た。結果を見ると，膜厚を増すとISe’は急

激に減少するが，Iph’の方はゆっくりした減少しか示さない。従って膜厚が厚い方が

Ise’を無視しやすいが・Iph’が小さくなり過ぎてもメ’タで直読できないから・使用す

る膜厚にはプラズマのイオン温度に依存した最適値がある。イオン温度が．上昇すると

ISe’は増加するから，膜厚の最適値はイオン温度と共に大きくなる。

一91一



表4・u Be薄膜使用時のIse’及びIph’

膜 厚 I 1
Se

〔keV〕
（・gノ㎝2〕 〔A／㎝2〕

I。・’

iA／㎝皇〕

0．1 6．4フ・10’9        ．百
P．69x1O

O．3 1．27・10．13        一フ
T，63x10

1 1．0 1．99・10．2｝        一フ
R．89x1O

3．O 7．12x1O．50
       一フ2．11x1O

10，0 ■
8．96・10’o

O．1 9．81・10o 1．63・1O．6

O．3 1．60・10州        ・フ
U．44x1O

2 1．0 2．90・10’20 4．75・10一フ

3．0 1．85・10州 2．92・1O’7

10．O 一
       ．7
P．52x1O

O．1 1．53・10．6        ．6
P．31x10

0．3
       ‘93．03x1O        I7

T．96x10
5 1．O 1．83・10－15        ．τ

S．64x1O
3．0 9．45・1〇一2フ        ‘フ

R．17x10

10．O 7．08x1O’53 1．94・1O．7

o．1 8．77・1O’6 1．03・1O．6

O．3 6．36・10’o        ’7
T．OO x10

10 1．0 6．89・10り3        一フ
S．OO x10

3．O 4．36・1O’22        ’7
Q．87x10

1O，O
       一｝フ9．92x1O

1．88x10’7

o．1 3．42・10‘5        ’7
V．80x1O

O．3
       ’77．38x1O        一7

R．96x10
20 1．O 7．82・10’1工        ’7

R．22x IO

3．0 8．32・10．19        ’フ
Q．38x10

10．O 5．30・1O州        ’7
P．64x1O

o．1        一｝
P．34x10

       一7
T．22x1O

0．3 8．20・1〇一6        一7
Q．75x10

50 1．o 5．70・10．9        一フ
Q．28x1O

3．O 2．44・10－16        ’7
P．73x10

10．O 2．43・1O川        一7
P．24x1O

 図4・12がBe薄膜透過光による光電子電流Iphりプラズマ電子温度に対する変化であ

る。パラメータは膜厚で，破線は膜を取り去りプラズマ光を直接銅エミッタに当てた場

合である。また膜厚0．1mg／cm…o，3mg／cm2の場合の曲線中の点線は，膜を透過する水

素原子によるIse’がIph’の1／工0以上となり無視できない場合を示九プラズマ光をBe

薄膜を通すことによって光電子電流は1／10～1／100程度に減少するが，10mg／cm2の厚

さでも1cln2当り数100nAとなり測定は十分可能である。またこの程度の膜厚の金属薄

膜を作ることは技術的に可能であり・その支持も容易であ乱Iph’にはこの程度の電子

温度で膜厚によって決まるピーク値が存在する。例えば10mg／c㎡のBe薄膜ではそれは
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図4．12 Be薄膜透過光による

   光電子電流と電子温度の

   関係。パラメータは膜厚。

8keV位の電子温度に対応し・図のようにIph’として3x10→A／cm2が測定された場合

にはIphを1つの値に確定することができない。しかし。前節の計算からわかったよう

に光電子電流の効果が無視できなくなるのは電子温度が10keV（＝2・Ti（O））以下の場合で

あるから・その範囲内ではIphを決定することもでき孔一方・Iphを」意的に求める

ために，2つの膜厚の異なる薄膜を用いて同様の測定を行い，そのIph’の比を利用する

ことも考えられ乱図4・13は，図4・12から求めたIph’の比とIphの関係を示したもので

あ乱横軸が2つのBe薄膜によるIph’の比で，膜厚が・等しい場合は1とな乱それぞ

れの醐線は10mg／cm2の膜を通した場合のIph’に対する0・1・O・3・1，3mg／cm2の膜の場合

のIp㎡の比に相当し・図のようにすべての場合］意自勺に）ヒ地子電流を決定できることがわか乱

 従ってこの金属薄膜による光電子電流の効果を見積る方法を使って．二次電子電流のみ

によるKlθ〕を測定するためには，二次電子型測定器を3人力型または4人力型に改良し

て・それぞれ1・・㈹・lph㈹1・・1θ〕・1phlθ11ph’（，1pκ／を測定し，これらのデ

’夕からKlθ〕を決定し，プラズマ中心のイオン温度Ti（O）を推定する。しかし，この
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図413 2つの膜厚に対する光電子電流の比Ip后／Iph’とIphの関係

方法による結果が妥当なのは，プラズマ内の不純物による再結合放射が制動放射に比べ

て無視できる場合のみであって，また放射スペクトルが軟X線域成分を十分持つと言う

理由から，電子温度は200eV程度以上でなければならない。放射スペクトルの形も規

定できない不純物の多いプラズマに対しては，この方法は適用できない。この場合には，

パルスカウンティング法等により直接放射スペクトルを求めると言う方法を探らねば

ならない。一方，放射スペクトルを測定することは，不純物の同定や量の評価等超高温プラ

ズマの性質を知る上で非常に重要で，必ず実行される。従ってそのデータを用いて光電

子電流の効果を見積ることも十分可能であろう。
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4．4 結  言

 本章では，超高温プラズマから放出される荷電交換水素原子を銅エミッタに入射させ，

垂直入射の場合の二次電子電流とある入射角θの時の二次電子電流の比Klθ庵測定しイ

オン温度を推定する方法の，簡単なモデル計算を行うことによって，測定される二次電

子電流の大きさ，Klθ〕とイオン温度の関係，プラズマ光によるノイズの影響などを評価

し検討した。その結果，本方法はイオン温度が5keV以上の超高温プラズマに対して少

くともファクター2以内の精度で中心イオン温度を推定できることが明らかとなった。

またこの程度のプラズマに対して，制動放射のみを仮定できる場合には，それによる銅

エミッタからの光電子放出は無視し得ることもわかった。最後にイオン温度が低くてプ

ラズマ光の影響が無視できない場合のために，金属薄膜を用いて銅エミッタでの光電子

電流を見積り，二次電子電流のみによるKlθ庵求める方法を提案した。
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第5章 二次電子測定によるエネルギ 分布関数の決定法

5．1 緒   言

 第3章，第4章で提案した荷電交換中性粒子解析法は，プラズマイオンのエネルギー

分布関数をマクスウェル分布と仮定してその平均エネルギーつまりイオン温度を決定す

るものであった。しかし，実験条件によってはイオンのエネルギー分布関数をマクスウ

ェル分布と仮定することが難しい場合がある。例えば高速中性粒子入射加熱や波動加熱

を併用する場合がそれで，ある条件を満たすイオンのみが加熱されてイオンのエネルギ

ー分布関数にひずみが生ずる。このような場合でもイオンエネルギー分布関数をマク

スウェル分布と仮定して得られるイオン温度は，対象とするプラズマに関する重要な情

報であり必要不可欠のものであることは間違いないが，しかし詳細なプラズマの解析を

行うにはより正確なイオンに関する情報が必要で，イオンのエネルギー分布関数自体を

測定しなければならない場合もある。本章ではそのような場合のための荷電交換中

性粒子法，つまり荷電交換中性粒子のエネルギー分布を測定してイオンのエネルギー分

布を得る方法に中性粒子を金属表面に直接当てた時の二次電子放出を利用すること，言

いかえると二次電子放出を利用して高速中性粒子のエネルギー分布関数を決定する方法

を提案し，検討した。

 第3章の式（3．1）または式（3．3）において，π（E），σex（E）が既知として

も，単に二次電子電流I。を測定するだけでN（E）またはni（E）の全体を推定するこ

とは不可能であることは述べた。ところが，もし二次電子放出係数r。（E）が入射エネ

ルギーE以外のあるパラメータXによって変化すると考えると，測定される二次電子電

流もXに依存する。つまり，

・（・）一・・∫㌦（・，・）・・（・）厚・・
（5．1）

式（5．1）はr。（X，E〕かEとXに変数分離できないと仮定すると（ア。（X，E）≒

rE（E）’rX（X）），ブレドホルム型の積分方程式となる。ここで積分核γ。（X，EつのE依

存性及びX依存性の全容が明らかであると，二次電子電流のX依存性I。（X）を測定し

式（5．1）を解いて入射中性粒子のエネルギー分布関数N（E）を決定することがで

きる。これが本章で提案するアイデアであるが，式（5．1）の積分方程式を正確に解く
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にはパラメータXのほとんど連続的な変化によるIe（X）を測定しなければならない。

ここにパラメータXの選定の問題がある。

 二次電子放出係数を変化させる物理量としては，ターゲット物質の種類，ターゲット

の表面状態，入射角等が考えられるが，表面状態の変化はその把握が難しいので除外す

べきである。二次電子放出係数はターゲット物質によって違うが，金属・半導体の場合

にはそれ程大きな変化はない。また正確なエネルギー分布の測定となると多くの金属を

用いた実験が必要で事実上不可能である。絶縁物の使用は電荷の蓄積のためパルス測定

に限られる。そこでまず利用の可能性があるのが，前々章及び前章で用いた入射角であ

る。一方積分核と’して，二次電子放出係数ではないが二次電子電流のコレクタ電圧依存

性を用いることもできる。普通の二次電子型検出器は，基本的には二次電子を放出する

エミッタ電極と正の電圧を印加して生じた二次電子を集めるコレクタ電極から成る。生

じた二次電子をすべて集めるためにコレクタに印加する電圧は十50V～十工00Vで，こ

のコレクタ電圧を零に近づけて行くと少しずつ二次電子電流が減り始め，零を通り越し

て負の数Vの電圧になると急激に減り，負の数10Vで完全に雲となる。これはいわゆる

ファラデーカップの逆電圧特性で，生じた二次電子がエネルギー分布を持つためにこの

ような特性になる。逆にこの二次電子電流のコレクタ電圧依存性を微分して二次電子の

エネルギー分布を得ることができる（逆電圧法）。二次電子のエネルギー分布はほとん

ど常に3eV以下にピークを有し，裾野が約10eVまで伸びているが，この裾野の広がり

は入射粒子のエネルギーに依存する。55コ従って二次電子のエネルギー分布を測定して入

射中性粒子のエネルギーを推定することができる。二次電子のエネルギー分布は二次電

子電流のコレクタ電圧特性を微分して求めるが，この時の微分誤差が大きいので実際に

はコレクタ電圧特性自体を積分核とした方がよい。本章では主としてこの方法について

議論した。

5．2 エネルギー分布関数測定法

 中性粒子のエネルギーが数10keV以下なら，入射角θを大きく選ぶことによって，

ア。（θ，E）をエネルギー分析に利用する事ができる。5θそこで，式（5．1）のパラメータ

Xとして入射角θを用いて，

1、（1）一・・∫㌃（1，・）・・（・席・・
（5．2）
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と書き換える。超高温プラズマのイオンエネルギー分布関数を得たい場合には式（3．3）

より，

1。（1）一…砦・小（久・）・1畝（・）・・i（・浮・・ （5．3）

が基本式となる。実際に式（5．2）を解くには，まず予想されるエネルギー範囲をn等

分してエネルギー分布関数N（E）を有限個（n）の代表点で表わすことにし，次のn元

連立一次方程式に変形する。

Ie（θ、）         れ（θ、，E1） γ。（θ，，E2）・・…＾（θ1，E。）  N（E1）凋

L1佐）一削好」岬）岬）一II’’岬N（E岬

I。（θ、） れ（θ’，E、） r。（θ；，E、）・…・・πζ∂二，E皿）  N（E；）厄

                   （5．4）

n個の入射角で測定された二次電子電流値Ie（θI）．I。（θ。），……，Ie（θ、）をデータとして，

式（5．4）をガウス・ジョルダン法等の数値計算の技術を用いて解いて，N（E）を決定

する。 π（θ，E）はあらかじめ既知エネルギーの中性粒子ビームで測定しておくか，も

しくは理論的に導出した式を用いる。

 高遠粒子を金属表面に衝突させた時生じる二次電子のエネルギー分布は，入射粒子の

エネルギーに関係し，入射エネルギーが大きい穫高エネルギー側の裾野が広がる。今，

エネルギー分布関数がN（E）である高速中性粒子が金属表面に入射した時の二次電子

のエネルギー分布関数をG（ε）と書くことにする。ここでEは入射中性粒子エネルギ

ー，εは生じた二次電子のエネルギーを表わす。一方，E～E＋dEのエネルギーの単

位密度中性粒子東を考え，それによって発生する二次電子のエネルギー分布をEにも関

係するため9（ε，E）dEと書くと，G（ε）は，9（ε，E）とN（E）を用いて次のように

なる。

・（1）一∫・（1，・）・（・）・・
（5．5）
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また普通の二次電子型検出器の出力電流（二次電子電流）は，

・一・巾（1席・1 （5，6）

である。m。は電子質量。式（5．5）はg（ε，E）を積分核とする積分方程式と見なせ

るから，あらかじめ既知の中性粒子ビームによる較正でg（ε，E）を決定しておくと，

G（ε）を測定してN（E）の形を推定することができる。9（ε，E）がEとεに関して変

数分離できないのは明らかである。もし変数分離できてg（ε，E）＝9。（ε）・9回（E）と

表わせだとすると；入射エネルギーEを変えても二次電子のエネルギー分布は変化しな

い。式（5．5）を基に二次電子エネルギー分布測定により中性粒子のエネルギー分布を

推定できることがわかったが，実際には二次電子のエネルギー分布は二次電子電流のコ

レクタ電圧特性を微分して得るのが普通であるから，微分誤差が問題となる。

 コレクタ電圧V。を二次電子を完全に追い返す程大きくない負の電圧に設定すると，

その時の二次電子電流は，式（5．6）より，

肌）一・瓜P（1保・1 （5．7）

と書ける。ここでJ。（V。）は単位面積当りの電流値つまり電流密度と定義した。G（ε）

として式（5．5）を代入すると，

1。（・・）一ル（・・，・）・・（・）・・
（5．8）

ここでI8（V、，E）は

1れ，・）一・瓜，・（㍉・拝・1
（5．9）

で定義され，エネルギーEの単位密度中性粒子入射時における二次電子電流密度のコレ

クタ電圧特性を意味する。式（5．8）一 燻ｮ（5．5）と同様，中性粒子エネルギー分布測

定のための基本式とすることができる。珊この場合の積分核はI8（V、，E）となる。しか

もJ。（V。）及びIよ（W，E）はG（ε），9（ε，E）の様に微分操作を必要とせず，二次電子
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型検出器の出力電流を直接データとして用いるから有利である。

 ざこ，現存の超高温プラズマ発生装置はプラズマ閉じ込め時間がせいぜい数10msecで

パルス的に運転されている。また，将来の核融合原子炉も，1秒程度の間に核融合プラ

ズマを発生し電力を取り出し冷やすという過程の繰り返しで運転されると予想される。

従ってこの準定常的に発生した超高温プラズマを解析するには諸パラメータの時間的変

化を知ることが必要で，そのために測定用機器は時間的応答が速いことが望まれる。本

節で述べたγ。（θ，E）を積分核とする方法でプラズマイオンのエネルギー分布の時問的

変化を測定するには，エミッタ電極を高速で回転しなけ杣まならない。そのために直方体

の長さ方向を軸として回転し，1回転で4時点のデータを収集できるように設計し回転

速度を5万回／分としても時間分解能は数100μsec程度で，現存の超高温プラズマの閉

じ込め時間では，1時点のデータを得る間のプラズマの変化が問題となる。一方I8（W，E）

を積分核とする方法における時間分解能を制限するものは，コレクタ電圧の捜引速度及

びデータを処理する電子回路の応答速度だけである。これらを数μSeC以下にすること

は十分可能であり，超高温プラズマ診断用としてはπ（θ，E）による方法より適してい

ると言える。そこで次節以下では二次電子電流のコレクタ電圧依存性を利用する方法に

ついて実験的な検討を加えた。

5．3 二次電子電流のコレクタ電圧依存性1ざ（Vc．E）

 本節以下で積分方程式を用いナこ荷電交換中性粒子エネルギー分析法の内，前節後半で

述べた二次電子電流のコレクタ電圧特性を利用する方法を実験的に検討する。積分方程

式は中性粒子のエネルギー分布関数をN（E）として，

肌）巾（汎，・）・・（・）・・ （5．8）

J。（W）は分析したい中性粒子を二次電子型検出器のエミッタ電極に入射させた時の二

次電子電流密度のコレクタ電圧V。特性で，またIよ（W，E）はエネルギーEを持つ単位

密度の中性粒子人射時の二次電子電流密度のW特性である。 I8（W，E）をあらかじめ

既知エネルギーの中性粒子ビームで決定しておけば，分析したい中性粒子東に対する

J。（W）を測定するだけで式（5．8）の積分方程式が解けて，エネルギー分布関数N（E）

を知ることができる。
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 本節ではI8（W，E）のE及びV。に対する特性を実験的に検討する。本来ならこれに

は中性粒子ビームを用いるべきであるが，本実験では数100eV以上のエネルギー領域

において中性粒子と同じ二次電子放出係数を与えるイオンビームで代用してI8（V。，E）

を測定した。イオンビームだとその電流値から簡単に粒子密度が求まるし，中性粒子ビ

ームより当然エネルギー広がりが小さいので好都合である。さらに，大きな電流値で測

定できることも測定上の利点になる。さて，本節以下ではIぎ（V：，E）を単位粒子密度当

りの量から単位粒子束（粒子密度X粒子速度）当りの量と定義し直した。この場合には

      『粒子東N（E々■τをφ（E）と書くと，式（5，8）は

肌）一∫伽，・）φ（早）・・ （5．10）

となる。

 本実験は2．4．2節の予備実験と同じ電極配置，電圧印加方法で実行された。ただ，測

定誤差をできるだけ小さくするため次のような工夫をした。Iま（W，E）測定の際の誤差

の原因と成り得るものは，入射イオンエネルギー及びイオン電流の変動，コレクタ電圧

設定のばらっき，二次電子電流測定におけるメータの視誤差などが考えられる。イオン

ビームをエミッタに衝突させるためにイオン輸送電極3・4及び散乱容器内の各電極には

イオン引出し電極と同じ負の高電圧が印加され，この電圧によってイオンエネルギーが

決まる。従ってこのための高電圧電源としてF1uke社410B安定化電源を用い，入射イ

オンエネルギーの変動を押えた。イオン電流の変動は，イオン引出し電圧が上記電源に

より安定化されると，ソ■スプラズマの変動のみに依存する。本イオン源で用いた

BPDは非常に安定で．イオンエネルギーEをある値に設置してコレクタ電圧特性

Iま（V。，E）を測定するに要する時間内では，イオン電流は一定であった。コレクタ電圧

の設定及びエミッタ電流測定における誤差は，ディジタル化することにより少なくした。

コレクタ電圧としては直流電源からの十50Vの安定電圧を極性反転スイッチと25接点回

転式スイッチを用いて，一23Vから十23Vの間を1V間隔で変化し，飽和電流測定のた

めに一50Vと十50Vの電圧も印加できるようにした。また，エミッタ電流測定には4桁

表示のディジタル・メータを用いた。

 5keVのAr＋を入射してIま（W，5keV）を測定した結果が図5．1にある。
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1．5
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       1ρ。・・．・禁

           O  ●：篶；；lV春 ・◎・○・△∵

      、       ●  △▲
▲  一32  ∪
     こ    ● △▲
▲ ’40機   ・△▲
       α5。 ． △▲
             △▲        ◎      ！．タ▲

一20   －10    0    10    20

         》c（V）

図5，1 Iぎ（V・，E）のコレクタ電圧（W）依存性

図中日印の測定点がそれである。この特性を微分すると二次電子のエネルギー分布が得

られるが，この二次電子電流の逆電圧特性は通常のものより少し正のv。の方にずれて

いる。58たぶんエミッタが大きくかっコレクタ電極がエミッタからかなり離れているた

め，少しwを正にした程度ではエミッタに戻る二次電子があるからだろう。とにかく

この特性で二次電子のエネルギー分布の情報を含んでいるのは，二次電子電流密度が0

から飽和値に達するまでのV。によって変化する部分である。入射粒子のエネルギー変

化によって変わる二次電子エネルギー分布の成分は高エネルギーの裾野の部分であるか

ら，式（5．10）の積分核と成り得るのはV。が負の部分でしかも電流変化の測定精度を

考えると高々一5Vから0Vまでの約5Vの間のV、に対するIま（V、，E）である。従って

V。を1Vの1／1Oのオーダーで変化できかなりの精度で設定しないと，電流変化が急し

ゅんなため測定結果にばらつきが出る。図5．1の口印の結果は2．4．ユ節に述べたように，

イオンビームの人口と真空排気用の穴を除いてコレクタがエミッタ電極のすべてを囲む

形状にして得たものであるが，次にその円筒状コレクタの蓋と底の部分を取り去り，リ

ミタ電極にエミッタに対して負の電圧を印加した。これはエミッタから放出された二次
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電子がリミタの電圧も感じるようにし，かつリミタに負の電圧を加えることによりエミ

ッタに追い返す電場を加えコレクタに吸収されにくくすることを意図した。図5．1の○，

●，△，▲印の特性がこのような条件で測定した結果である。図よりコレクタの蓋と底

を取去ることによりV。の恋化で二次電子電流が変化する部分が広がった（O印）。ま

たリミタに負の電圧を印加すると，広がったIき（Vc，E）がV、の正の方へ移動した。こ

のようなIぎ（Vc，E）の変化によって

     工）．V、に対してIま（V、，E）が少しなだらかな変化をするようになり，V。設

      定誤差に原因するIま（V、，E），J。（V、）の測定誤差が少なくなる。

     2〕．式（5．10）の積分核として利用できる範囲が広がり，V。の代表点を多

      く取ることができエネルギー分析結果の精度が向上する。

     3〕．Iま（V、，E），J、（V、）測定の際，V、の極性反転の必要がなくなる。

などの利点が生まれる。そこでこの様な検出器で本方法を実験的に検討した。図5，2に

その検出器の概略を示す。

リミタ電極、
コレクタ電極

エミッタ電極一一一一＞ イオンビーム

1．A

図5．2 改良型二次電子測定器の概略

 図5．3はリミタ電圧VF－32Vとして測定したIま（V、，E）の一例を示す。これに

は図5．1の場合とは異なり，働｝核として使える領域のみの変化を記した。
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            ●    口
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      ◎ ●△▲ 0
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図5，3 Iま（V、，E）のV、及びE依存性

Vc lV）

5．4 イオンビームによる模擬分析実験

 式（5．五0）は中性粒子のエネルギー分析のための基本式として導出したが，イオンの

分析にもまったく同じ形で利用することができる。本節では，単一エネルギーを持っイ

オンビームを式（5．10）と本節で述べたIま（V、，E）を用いて分析することにより，本

二次電子型検出器を較正し，分解能及び問題点を明らかにした。式（5．10）でも式（5．2）

と同様φ（E）をn個のエネルギー代表点で近似し，n元連立方程式

φ（E。）∠E

φ（Eそ）∠E

φ（En）∠E

Iぎ帆1，E1） Iま（V≡1，E2）…

1佃・，El）1ま（恥三E・）…

1淋叫E，）1き（凶E、）…

・Iま（Vc1，En）一1Je（V。、）

1ぎ（V・1，E・）Jl（平・）

1ま（丸，E、）J、（立、）

        （5．1ユ）

を解いてφ（E）を決定する。

5．4．1 分割エネルギー幅∠E：l kθV（∠E／E～O．2）

まず，式（5．11）のエネルギー分割間隔〃を1keVとし，イオンビームの分析実験

                 一ユ04一



               ＊を行った。J。（V。）の測定器はI。（V。，E）測定の時と同じで，分析されるイオンビーム

は同じBPDイオン源から引出した4keVあるいは5keV Ar＋とした。二次電子型検出

器に入るイオン電流密度はそれぞれ40μA／㎝…80μA／㎝2である。これらのイオンビー

ムによるJ。（V。）を図5．4に示す。このJe（V。）を用いて式（5．11）を解くには，エネ

75

●

●

ぐ
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く〔

コ・

（タ
マ
「  25

●

●

●

   （b）●

    ●         ◎

          O
   ●  （・）。
  ●
        ◎
 ●       O
●      o

図5．4 4keV－40μA／c㎡（a），

  5keV－80μA／㎝2（b）のイオ

  ンビームによるJ6（Vc）

  ●       ◎
 ○        o
●       ◎

   o◎
O◎◎

0    5    10

V仁（V）

ルギーはそれ程広い範囲にはとらず，エネルギー代表点を3keV，4keV，5keV，6keV，

7keV及び8keVの6個とした。従ってJ、（V、）も6個の杭の点で代表し6元一次連立

方程式を解くことになる。結果が図5．5，図5．6にある。それぞれの図の（a）～（9）

は，wの代表点を変えて得られたものである。図より，分析結果にはほとんどの場合

望まれるエネルギー値（4keVまたは5keV）に大きなピークが現われているが，それ以

外のエネルギー代表点でもあたかもそのエネルギー成分があるかのような結果となって

いる。さらに大きな負のφ（E）∠Eが現われる場合もある。これには2つの原因が考え

られる。

     1）、エネルギー分割間隔が大き過ぎ孔

     2）．Iま（V。，E）及びJ。（V。）の測定誤差がきいている。

1〕と2）は分析結果への効果として関連している。エネルギー分割数を増して分析精度
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を上げようとすると，利用できるV。の範囲は限られているのでV。の分割数を多くする

ことが必要で，結局∠V、当たりのIぎ（V、，E）及びJ、（V、）の変化量が小さくなりIぎ（V、，E）

J。（V、）の測定誤差が問題となる。従ってIま（V、，E）及びJま（V、）の測定誤差を小さく

することが∠Eを小さくできる条件となり，直接分析結果の精度向上につながる。本実

験において測定系をディジタル化し測定に十分注意を払った理由がここにある。

ε

臭．

〈
コ。

山
「
山

“6

E＝4keV

E（k8V〕 E〔keV〕

；耳 ｛o

E‘keV，

50

0 4 Elk．V〕

0    4

      Etk8V）
0
   4  E‘keV〕

0    4
      E｛keV）

図5．5 分析結果 E＝4keV．
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図5．6 分析結果

    E＝5keV．

E〔keV）

5 4 2 量小＿乗法を用いた分析誤差の低減

 Iぎ（V、，E），Je（V、）の測定精度を増すといってもそれには限度がある。ここに一般に

何回もの同じ実験の繰り返しによって得たデータの集合から，最も確からしい値を得る

ための数学的な方法がある。最小二乗法である。測定の際に認められる誤差を統計的に

ランダムな性質を持ったもののみと仮定できる場合には，数値計算の過程でこの方法を

併用することにより，分析結果への誤差波及を押さえることができる。

 n個のエネルギー点で代表された式（5．11）を解くのに，次式のようなn個より多い

m元の連立方程式を立て，m個の方程式のそれぞれの残差の二乗和が最小となるように

φ（E1）犯，φ（E。）∠E，…一・・，φ（En）∠Eを決定する。
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J。（W。）

J・（恥）

J・（㌻・・）

Iぎ（Vcl，ED Iぎ（V；1，E2）…   Iま（V≡、，En）

1ぎ（Vε・，E・）1ま（平・，E・）一・1ぎ（W，E・）

1ぎ（V；・，El）1ざ（咳・，E・）一 ・1ま（畦，E・）

φ（E。）∠E

φ（E・、）犯

φ（E’）犯

     J。（机。） 1舳叫E、）1ぎ（屯・、）一…・1ま（凶E、）

                                     （5．12）

数学的にはこのような解を“解の存在しない連立方程式の最小二乗解’’という。

 この方法の分析結果への効果を評価するために，真のJe（V。）にランダムな誤差を与

えて式（5．11）と式（5．12）の両方法を比較した。図5．7がその結果である。エネルギ

舳童1し1」1し1」
E I‘一V

E＝5山■V

E16山●｝

E＝7日●”

E1a山■V

1∫〕1ゴ1ニゴ

1］一」｝十

μμ斗1μ
μμ1｝lL↓
lL」」41｝lLμ
（α）   （b） （c）   （d）

図5．7 最小二乗法による分析誤差の低減
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一代表点は図5．5，図5．6の場合と同じにした。エネルギーEの粒子に対する真の

J、（V、）はIま（Vc，E）を定数倍したものであるから，一応J、（V、）＝Iざ（V。，E）とし式

（5．11）を解くと当然（a）のように正確に元のエネルギーEが再現される。これは計

算しなくても行列の性質から明らかである。上から入射粒子ビームエネルギーが3keV，

4keV，5keV，6keV，7keV，8keVの場合である。 Iぎ（V、，E）としては図5．3の値を用

いた。 （b）は真のJe（V。）の値の4ケタ目にランダム誤差を与えた場合，つまりJ。（W）

とIξ（V、，E）が3ケタの精度で一致する場合の式（5．11）による分析結果で，少しの

乱れは出て来るがほぼ元のエネルギーを再現する。J、（V、）とIま（V、，E）が2ケタの精

度でしか一致しない場合の式（5．11）による結果が（c）であり，乱れがかなり大きく

なって来る。本実験における測定精度はこの程度であり，この精度でm＝10として式

（5．12）を用いると（d）のように元の分布に近づくことがわかる。mは大きい方が良

いのは明らかであるが，mを大きくするとV、の代表点の間隔が狭くなり， Iま（V、，E）

またはJ。（V。）の変化が少なくなるため測定誤差がかえって大きく効く。従ってmの大

きさには最適値がある。

 図5．8は図5．5及び図5．6の4keV及び5keV Ar＋を式（5，12）で分析した結果で，

ぐ
ε

く （・）E＝伽V
く〔

コー50

山
貝
山25
言
i

  0

6

12345 789
E（keV）

毛 （b）E・5k・V
く
く
コー100

串

竈50
首
δ

  0123456789
             E（keV）

図5．8 最小二乗法を併用した

    分析結果
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V。の代表点はO～14Vを1V間隔に15個選んだ（m＝15）。図5．5，図5．6とこれを比

較すると格段に精度が上がったことがわかる。これはまたJ、（V、），Iぎ（V。，E）測定で含

まれる誤差はランダムな性質を持つことを示している。しかも図のそれぞれのエネルギ

ー代表点での棒の長さは，そのエネルギー付近（E±舳E）の成分を代表点のエネルギ

ーを持つ粒子ビームと考えた場合の粒子東を意味する。J。（V。）測定の際の入射ビーム

電流は4keVAr＋の場合40μA／㎝2，5keVAr＋の場合80μA／㎝2であったことを考える

と，入射粒子束の絶対値も20％以内の誤差で再現できたわけである。他のいかなるエネ

ルギー分布測定法によってもこのように粒字束の絶対値まで決定することは難しい。本

方法でこれが可能となるのは測定法がシンプルで較正が至って簡単なためである。

5．4．3 分割エネルギー幅∠E＝O．5kgV（∠E／E～0．1）

 前節で最小二乗法のような適当な測定誤差除去のための数値計算法を用いれば，有効数

字2ケタ程度の実験精度でエネルギー分解能犯／E～0．2での分析が可能であることがわ

かった。本節ではエネルギー分割間隔∠Eを0．5keVとし，分解能犯／E～0．1での分

析が同様の方法で可能かどうかを検討した。次節で述べるが，長時間イオンをエミッタ

に当て続けるとIぎ（V、，E）のV、及びE依存性が少しずつ変化して来るので，もう一度

0．5keVのエネルギー間隔でIま（V、，E）を測定した。図5．9がそれで，前節の実験から

1．5

o Ei86keV

      ■  5．5keV
      o   5keV

  l．O ・ 4．5keV    o
      ム  4keV       o■
⑭
＼       ▲   3．5keV       0 ■ ◎
（                             △

廿  ① ・k・V 口□2・
＞          。口・9▲①
㌶         ・9会①
一〇．5     ・・9ム①
          。1識会♂

    螂粋会①

図5．9 Iま（V、，E）のV、及び

    E依存性

5    10    15

V・（V）
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後延べ10時間以上照射している。

 今回分析するイオンビームは4．5keVと5keVとし，それぞれイオン電流密度を40μA／c正

50μA／c㎡で測定したJ。（V。）は図5．10のようであった。エネルギー代表点を3keV，3．5

75
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三         ・・
→25        ●・
              ○O
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図5，104．5keV－40μA／c㎡（a）と

   5keV－50μA／c㎡（b）のイオ

   ンビームによるJ8（Vc）

0
5    10    15

V。（V）

keV，4keV，4．5keV，5keV，5．5keV，6keVの7個とし，また図5．10のJ。（V。）の代表

点を5V～19Vの1V間隔15点にとり，前節の最小二乗法を併用した方法で分析した結

果を図5．11（a）（b．）に示す。 （a）は4．5keVAr＋入射の場合，（b）は5keVAr＋入

射の場合である。∠E＝1keVの前節の結果より乱れは大きいが，望まれるエネルギーの

所に一番大きなピークが現われ，おおまかには入射エネルギーを識別していることがわ

かる。しかし，エネルギー分布の広がった粒子東の分析には少し問題がありそうである。

従ってエネルギー分解能犯／E～0．1程度以下で分析したい場合にはさらに精度の良い

測定が必要となるだろう。

5．5 討論及び緒言

 図5．3のIざ（V、，E）と図5．9のIま（V、，E）のV、及びE依存性は少し違っている。二

つの測定条件はまったく同じで，ただ“新しい’’エミッタによるものか，10時間以上数
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図5．11最小二乗法を併用した

   分析結果

1OμA／c㎡のイオンビームを照射した後の“古い”エミッタによるデータかたげが異なる。

“古い”エミッタを真空中から取り出して観察すると，イオンビームの当たっていた

と思われる部分だけ変色していた。これはアセトンによる簡単な洗浄では除くことがで

きず，ぺ一パーかピカール研摩剤のような物で削り取ってしまわない限りなくならない

し，Iぎ（V。，E）の値も元の凹新しい”エミッタによるものに戻らなかった。図5．12にイ

オンビームを照射し始めてからの時間によるIま（V、，5keV）の変化の様子を示す。V。

一定の場合二次電子電流はビーム照射時間と共に減って来るが，その変化はかなりゆっ

くりしたものである。これは本実験で用いた電極構造特有の性質ではない。普通の二次

電子型粒子検出器にO．1μA程度のkeV中性粒子を当て続けた場合にその出力電流（二

次電子電流）のコレクタ電圧特性を測定すると図5．13のような特性変化を示した。曲線

①は“新しい”エミッタの特性で，曲線①から⑤まで変化するのに延べ約50時間以上要

するゆっくりした変化である。この曲線②～⑤はコレクタ電圧V。を十分ゆっくり変化し

て測定したもので，Iま（V、，E）も回転式スイッチでV、を設定して二次電子電流が安定
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するのを待って得たものだから図5．12と図5．13は同じ原因による特性変化と考えられ

る。ところが今曲線⑧を示す状態のエミッタで，V。を0Vから十50Vに急に昇圧すると

数10秒のオーダーで図5．14（b）のような二次電子電流の変化が観測される。図より図

5．12や前節の図5．9は図中の飽和電流値を測定したものである。図5．14（a）は‘‘新し一

い”エミッタの同様な特性である。これらの特性からビーム照射によってできたエミッ

タ表面の汚れは絶縁性の汚れであると予想できる。しかし，真空中に漂遊する炭化水素

系の不純物が付いただけではアセトンの洗浄によって除けるはずであるから，おそらく

は高エネルギー粒子（イオンまたは中性粒子）でたたかれる事が重要な条件となるので

あろう。

 幸いにもIぎ（V、，E）の変化は時間的に非常にゆっくりしている。従って時々エミッタ

を取り出して“新しい’’面を出してやることをすればいつも‘‘新しい’’エミッタの

Iぎ（V、，E）を維持できるはずである。確かに前節及び前々節で述べた実験の中で観測さ

れた変化はランダムなものだけであった。またエミッタをしばしば取り出すことが難し

い場合には，較正用の小型のイオンビーム源を用意し表面状態を時々チェックしながら，

それぞれの表面状態でのIま（V、，E）を用いてエネルギー測定を行うこともできる。

 本章ではプラズマイオンのエネルギー分布関数をマクスウェル分布と仮定できない場

合の荷電交換中性粒子法として，荷電交換中性粒子を二次電子型粒子検出器に直接

入射させた時の出力電流のコレクタ電圧依存性を利用する方法を提案し，イオンビーム

を用いてこの型の分析器の較正実験を行った。その結果最小二乗法等の計算処理法を併

用することによって犯／E～0．2程度の分解能で中性粒子の分析が可能であることがわ

かった。しかし，金属表面状態の変化のためと考えられる二次電子電流の時間的にゆっ

くりした変化が観測され，それに関する十分な注意が必要なことも明らかとなった。
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第6章 結  論

 本研究は，超高温プラズマイオン温度測定のための標準的な方法の一つである荷電交

換中性粒子法に注目し，荷電交換中性粒子のエネルギー測定に，それを金属表面に直接

衝突させた際の二次電子測定による新しい簡単な方法を提案することによって，より簡

単にイオン温度を測定できるよう改良し，さらに10keV以上のイオン温度を持つ核融

合プラズマのイオン温度測定法としての荷電交換中性粒子法の有用性を高めることを目

的とした。

 本研究で提案した二次電子測定による荷電交換中性粒子法は，同時に二つの入射

角に対する二次電子電流の比を測定して入射荷電交換中性粒子の平均エネルギー，次に

はそれを発する超高温プラズマのイオン温度を推定するものである。本方法を実験的に

検討するために，keVオーダーのイオンビームを～10mA／c㎡の密度で引出せるBPDイ

オン源を製作し，引出したイオンビームをガス中を通過させる方法と金属表面で反射さ

せる方法の二つで中性化することによって，ほとんど単一エネルギーを持っ中性粒子ビ

ームとプラズマから幅広いエネルギー範囲で放出される荷電交換中性粒子を模擬した中

性粒子東を生成した。そしてそれらを用いて，プラズマ計測への応用を目的とした中性

粒子衝撃による金属の二次電子放出，特に入射角依存性を研究すると共に，模擬分析実

験を行った。さらに超高温プラズマの荷電交換中性粒子放出の簡単な計算機シミュレー

ションを実行することによって本方式のイオン温度測定器の出力電流の大きさ，それと

イオン温度の関係，ノイズとその対策などを検討した。

 次にそれらの結果を列記し，総合的な検討を加える。

1〕．高速中性粒子を金属表面に衝突させた場合，垂直入射時（θ＝0。）の二

次電子放出係数に対するある入射角θで入射した時の二次電子放出係数の比k（θ，E）

は，keV中性粒子入射においてθ〉50。とすると，Stemg1assの理論によるsecθ

貝1」で決まる値より小さく入射エネルギーEの減少と共に直線的に小さくなる。これ

は銅表面に入射するAr0，He0，N．0，H8及びH0について実験的に確認された。

2〕．ある入射角θについてのk（θ，E）の入射エネルギー（E）依存性をあらかじめ測

定しておくと，エネルギーの知りたい中性粒子を同じ金属に当て，垂直入射時の二

次電子電流に対する入射角θの時の二次電子電流の比K（θ）を測定し，平均エネ
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  ルギーを推定することができる。この方法で直接求められる入射中性粒子のエネル

  ギーは少し高エネルギー側に偏ったものであるが，真の平均エネルギーからの誤差

  は十43％以内である。

 3〕．イオンビームの銅表面での中性化により生成した中性粒子（Aro，Heo）のエネル

  ギーを本方法で測定し，従来主に使われるガスストリッピング型中性粒子工ネル

  ギー分析器による結果とほぼ同様の結果を得，keVオーダーの中性粒子のエネルギ

  一測定が可能であることを確認した。

 4〕．本方法による測定可能エネルギーの上限はθを大きくすると高くなり，20keVぐ

  らいまでは測定可能である。測定可能エネルギーの下限は二次電子電流の測定精度

  に依存し，測定誤差が10％程度でエネルギー推定誤差をファクター2まで許すなら，

  300eVと見積られる。

 5〕．本方法への二次電子放出金属の表面条件（粗さ，温度）及び周囲の環境（真空度，

  入射粒子強度）の影響を調べたが，いづれの影響も無視できるかあるいは適当な方

  法で除去可能である。

さらに超高温プラズマの荷電交換中性粒子放出の計算機シミュレーションによって，

 6〕．荷電交換中性粒子測定によって本方法で直接知ることができるイオン温度はプラ

  スマ周辺部のもので，プラズマ中心温度の1／10～1／15程度である。しかし，プラ

  ズマパラメータのプラズマ半径方向分布の形を仮定すると中心イオン温度を求め

  ることもできる。その際仮定する分布の違いによる誤差はファクター2以内と考え

  られる。

 7〕．プラズマの放射光による二次電子放出金属からの光電子放出は測定されるK（θ）

  及びイオン温度の誤差の原因となるが，プラズマ中の不純物が少なく制動放射のみ

  を考えればよい場合には，5keV以上の中心温度の超高温プラズマにおいて上記6）

  のプラズマパラメータの半径分布の違いによる誤差の範囲内に入ってしまうので

  無視できる。

 8）．イオン温度が5keVより低いプラズマにおける制動放射光のK（θ）への影響は，

  200eV以上の電子温度測定に用いられる薄膜透過法を応用することによって，見積

  り除去することも可能である。

従って本研究で提案するK（θ）測定によるイオン温度推定法は，核融合原子炉が自己点
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火する10keV以上の超高温プラズマに対してようやく十分な威力を発揮できるよ

うになる。これくらいの超高温プラズマにおいては高速中性粒子入射や高周波波動

入射時のプラズマイオンのエネルギー分布のひずみは重要で，エネルギー分布関数自

体の情報を得ることができるガスストリッピング型に代表される電離方式に比べ，本

方法はこれの評価が難しく，また直接にはプラズマ周辺部の情報しか得られず中心イオ

ン温度の推定にはかなりの誤差が見込まれると言う欠点もある。

 しかし，本方式の測定器がコンパクトになるため場所的制約が少なく，トカマク型プ

ラズマ発生装置の大きな磁場コイルや追加熱器の隙間等の少しの空間があれば設置可能

である。また測定が容易な点を考えると，本方式の測定器を装置のいたる所に取り付け，

生成プラズマのイオン温度に関する全体の情報を同時に得ることもできる。もちろんこ

のような超高温プラズマにおいては，金属薄膜による電離方式が十分な効率を得，ガス

ストリッピング方式にとって変わるであろうから排気装置の負荷が幾分か軽減され，

分析器白体少しはコンパクトになるが，本方式の比ではない。

 また本方式の測定器で得られたデータを，一か所に設置された電離方式の分析器で較

正して測定誤差を低減することも可能である。結局，本方式の測定器はそれだけでプラズ

マを診断するには少々危険があるが，従来の電離方式の分析器あるいは他のイオン温度

測定器，例えば不純物イオンが発する線スペクトルのドップラー広がりを測定してイオ

ン温度を得る，分光学的方法等と併用することによって，従来より格段に多い生成プラ

ズマの情報を得ることができるようになると結論できる。

 プラズマのイオン温度はイオンエネルギー分布関数をマクスウェル分布と仮定して定

義されるものであるが，上に述べたようにイオンのエネルギー分布は常に等方的なマクス

ウェル分布をしているとは限らない。この場合においてもマクスウェル分布を仮定して

得るイオン温度の情報は重要である。しかし，高速中性粒子入射や波動入射によるプラ

ズマの加熱機構の研究に関しては，単なるイオン温度でなくエネルギー分布関数自体を

知りたい場合もある。本研究ではこのような要求に対する二次電子放出を利用する解答と

して，上記二次電子電流の入射角依存性を利用する方法とコレクタ電圧依存性を利用す

る方法の二つを提案した。この内後者の方が時間分解能が良くプラズマ診断により適し

ていると考えられるので注目し，実験的にエネルギー分解能犯／Eを評価した。その結

果，分解能は二次電子電流の測定精度に大きく依存するが，最小二乗法等の統計的ラン
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ダム誤差を少なくする計算処理法を併用することによって，

が可能であることがわかった。

犯／E～0．2程度での分析
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4）A Simp1e Method to Detemine the Energy of keV Neutra1s

        Jpn．J．App1．Phys．19（1980）L281．

5） Dependence of Secondary Electron Yle1d on the Inc1dent Ang1e and the

   Energy of keV Neutra1s Bombardmg a Meta1Surface

        Jpn．J．App1．Phys．19（1980）2027。
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           本論文に関連する学会講演

1）ビーム・プラズマ放電のイオン源への応用I

      電気関係学会 四国支部連合大会    2－3     昭和49年10月

2）ビーム・プラズマ放電のイオン源への応用皿

      電気関係学会 四国支部連合大会   2－3     昭和50年10月

3）ビーム・プラズマ系におけるプラズマの阻止能

      日本物理学会 秋の分科会 ’   12P－Q－9    昭和50年10月

4）ビーム・プラズマからのイオンの引出し特性

      日本物理学会 第3工回年会     5a－H－6    昭和51年4月

5）BaTiO富表面へのイオンビーム衝突による中性粒子化の試み

      日本物理学会 春の分科会     5p－R－u    昭和52年4月

6）イオンビーム中性化実験装置のイオンビーム輸送系

      電気関係学会 四国支部連合大会   2－13     昭和52年10月

7）二次電子測定による高速中性粒子のエネルギー分析I

      日本物理学会 秋の分科会     6a T CM－5   昭和53年10月

8）中性粒子衝撃による金属表面からの二次電子放出

      電気関係学会 四国支部連合大会   2－8     昭和53年n月

9）二次電子測定による高速中性粒子のエネルギー分析皿

      日本物理学会 第34回年会     3P－KB－9   昭和54年4月

10）二次電子測定による高速中性粒子のエネルギー分析皿

      日本物理学会 秋の分科会     5P－D－3    昭和54年10月

1ユ）二次電子エネルギー分布を利用した高温プラズマ診断

      電気関係学会 四国支部連合大会    2－1     昭和54年11月

12）Neutra1ization of Ion Beam on Semiconductive Ba皿03Ceramic Surface

      Int．Conf．P1asma Physics，Nagoya gP－I－27    Apr．1980．

13）二次電子放出の入射角及び入射エネルギー依存性と高速中性粒子エネルギー分析へ

  の応用

      電気関係学会 四国支部連合大会   2－11     昭和55年11月
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14）二次電子測定による高速中性粒子のエネルギー分析V

      第2回核融合連合講演会      Pb5－24    昭和56年2月

15）高速中性粒子のエネルギー分析一二次電子法とガス・ストリッピング法一

      電気関係学会 四国支部連合大会    2－4     昭和56年11月

16）二次電子法による荷電交換中性粒子計測

      電気関係学会 四国支部連合大会   2－5     昭和56年ユ1月

17）二次電子測定による高速中性秤子エネルギー分析V

      日本物理学会 春の分科会     2P－Y－7    昭和57年4月
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